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1941 年 1 月 28 日に創立され、70 年を越える歴史ある本学会の

中で、16 人目の会長として就任いたしました。須賀利雄副会長を

はじめ、新しい幹事会、評議員会、そして会員のみなさんとともに、

さらなる海洋学の進歩と普及を図る機会に恵まれました。どうかよ

ろしくお願いいたします。東日本大震災直後にスタートした 2011

〜 2012 年度の花輪公雄前会長、津田敦前副会長をはじめとする幹

事会や会員のみなさんの東日本大震災に対する学会の迅速で適確な

社会への対応や学会ニュースレターの発行、10 年先を見据えた海

洋学の将来構想、それに基づく大型研究計画の立案など、一期二年

の間に数々の業績を残されました。改めて深く感謝いたします。

わが国は海洋立国を標榜し、2008 年には海洋基本法が閣議決定

され、2013 年 4 月には、第二期海洋基本計画が発表されました。

海洋環境の保全から海洋資源の開発まで、広い範囲の取組みが進め

られています。地球温暖化に対する海洋の果たす役割、東日本大震

災の津波による沿岸生態系の影響評価、そして放射能による海洋汚

染、海洋資源開発に伴う環境保全などを機に、日本海洋学会の多く

の会員が、今までの学術社会という枠組みから、研究者としての責

任、また一般社会、産業社会への貢献ということを、もっと身近に

感じて取組み始めたのではないでしょうか。

今期の日本海洋学会は、最強の幹事会 15 名で、基本方針は三本

とはいわず、六本の矢と欲張り、「楽しい元気な海洋学会」を目指

す事をみなさんにお伝えします。

（1）大型研究の推進：海洋学は、大型の施設を必要とする研究、多

額の予算を必要とする研究、膨大なデータ集積が必要な研究など、

多分野の協調と国際的な協力が必要とします。今までに纏められた

大型研究計画をいかに実現するか、本学会がその議論の場となるよ

うに、また、他学会との連携

を進めることを目指します。

（2）若手会員の育成：わが

国の少子化や就職難の影響

もあり、学生をはじめ若手研

究者の会員数が減少しつつ

あります。本学会が真摯に取

り組むべき課題であります。

海洋学の面白さはもちろん、

若手会員が若手会を行うこ

とや大会での交流の場を作

る事、メディアを通した新し

い企画を試みることができる、そんな学会を目指します。

（3）他学会との交流：海洋学は総合科学のひとつであり、海の上

の大気科学、海の下の海洋底科学、開発を押し進める海洋工学、さ

らには海洋政策などのコミュニティから学び、連携を強め、シナジー

効果を発揮できればと願う次第です。関係する学会との交流を深め、

幅広い海の知識を本学会会員が得ることが出来るよう目指します。

（4）国際化への推進：海洋研究は海という国境のないフィールド

であり、国際的な連携のもと、海洋全体を対象として取組まなけれ

ばなりません。わが国だけではなく、海洋学会はアジアや世界に存

在し、活動しています。学会を通しての国際研究交流を活発にし、

国際的な視野を持つ若手会員の育成に努めることを目指します。

（5）会員の特典拡大：海洋学会の会員になっていてよかったと思

う事をいつどのように実感されるでしょうか。大会に出席する、
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幹事会メンバーからひとことづつ

須賀 利雄 （東北大学）
植松会長の掲げられたキャッチフレーズ “ 楽しい元気な海洋学

会 ” の実現・推進 に向けて、会長をしっかり支えて、会務に臨む

所存です。どうぞ よろしくお願 いたします。（副会長、若手支援担当）

岡 英太郎 （東京大学大気海洋研究所）
前期は初めて幹事を務めましたが、通常の学会運営に加え、震災

対応や将来構想など、学会活動の重要性を、遅まきながら初めて実

感いたしました。2 期目となる今期は庶務幹事として、学会の「縁

の下の力持ち」的な働きができればと思っています。また、若い人

をできるだけ学会活動に引き込みたいと思っています。どうぞよろ

しくお願いいたします。�  （庶務、ブレークスルー担当）

小畑 元 （東京大学大気海洋研究所） 
初めての幹事ですが、どうぞよろしくお願いいたします。学会を

取り巻く社会・環境は刻々と変化していくと思います。これから直

面する様々な問題に、柔軟に対応できるように務めます。（庶務担当）

寄高 博行 （海上保安庁）
前回はほとんどお役に立てなかったので、今回は任期を全うした

いと思います。� （会計、日本地球惑星科学連合担当） 

河野 健 （海洋開発研究機構）
今回、会計担当となりました。このような規模の学会運営に携わっ

た経験はなく、また学会予算が厳しい状況とのことで、いろいろ難

しいこともあるのかと思いますが、学会長以下、幹事、諸先輩のご

指導のもと、なるべくお役に立つよう努めますので、よろしくお願

い致します。� （会計担当）

杉崎 宏哉 （水産総合研究センター）
学会員の皆様が正確な情報を共有できるように尽力して参りま

す。リニューアルいたしました学会ホームページへのご意見もお待

ちしています。� （広報担当） 

原田 尚美 （海洋開発研究機構）
学会員増加につながることを期待しつつ、学会が盛り上がるよう

な広報、宣伝、一所懸命やります。（広報、日本地球惑星科学連合担当）

神田 穣太 （東京海洋大学）
これまで幹事として十分に役割を果たせない場面が多くあり、心

苦しい限りですが、前執行部からの引き継ぎ事項である震災対応と

集会・教育問題を担当させていただくことになりました。卒業を目

指して努力致します。� （集会、教育問題、震災対応担当）

川合 美千代 （東京海洋大）
初めての幹事です。愛すべき海洋学会の今後の発展のために、で

きることから貢献していきたいと思っています。どうぞよろしくお

願いいたします。� （集会、教育問題担当）

山中 吾郎 （気象庁気象研究所）
このたび、選挙および研究発表を担当することになりました。学会

の運営に関わるのは初めてですが、様々な組織の方々と一緒に仕事を

することができ、新鮮に感じています。私も微力ながらお役に立てれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。�（選挙、研究発表担当）

鈴村 昌弘 （産業技術総合研究所）
振り返ってみると、組織の中枢に入り込んでは、良かれと思って

したことが結果的に中から組織を壊す的なことを繰り返してきたよ

うな気が・・・大人な雰囲気の今期幹事メンバーの皆様にフォロー

いただければと思います。華奢ながらも植松会長の支えとなれるよ

う努力いたしますので、どうぞよろしくお願いいたします。

� （研究発表、選挙、海洋環境問題担当） 

日比谷 紀之 （東京大学）
今期も、引き続き Journal of Oceanography （JO） の編集委員長

を務めることになりました。Editorial Manager の導入から約２年

が経ち、2013 年 4 月 30 日現在、投稿論文数は 342 編、ほぼ 2 日

に 1 編のハイペースで論文が投稿されています。JO の誇る国内外

20 名の優秀な編集委員の献身的かつ厳格な査読の下、質の高い論

文が、投稿後、平均 7 ヶ月で電子出版されており、「非常にスピー

ディーな国際誌」という評価も定着してきました。今後も、JO の

編集作業を通して、日本海洋学会のさらなる発展に向けて努力して

いきたいと思いますので、引き続き、よろしくお願い致します。

� （Journal of Oceanography 編集担当）

久保田 雅久 （東海大学）
今期も継続して「海の研究」の編集委員長を務めさせて頂くこと

になりました。前期における編集委員長としての 1 番大きな仕事は、

投稿論文数をどのようにして増加させるかでした。多くの方々によ

るご協力の結果、2 年目からは順調に発行をすることが出来るよう

になりましたが、掲載論文数の増加は発行経費の増加にもつながる

ことが明らかになりました。そこで、今期は発行経費の削減に努力

するとともに、掲載論文数と発行経費のバランスを考えて海の研究

の編集を行って行きたいと思っております。どうか宜しくお願い申

し上げます。� （海の研究編集担当）

津田 敦 （東京大学大気海洋研究所）
前期の幹事会では、「震災対応」、「将来構想」と学会の役割を問

われる機会となりました。また、これらの活動を通じて海洋学会が

科学を愛し、フェアーで前向きな学会であると再認識しました。

JOSNL 編集委員長としてニュースレターの紙面を埋めるのに四苦八

苦するのではなく、会員が発行を楽しみにするようなものにできた

らと考えています。�（JOSNL 編集、水産・海洋学研究連絡協議会担当）

が読める、JOS ニュースレターで海洋学界の動向や会員の活動がわ

かる、研究論文を投稿する、色々な賞を受賞できる可能性がある、

研究活動の支援が期待される、もっと、海洋学会会員だったらいい

ことがあるようにしませんか。

（6）財政の健全化：これらの矢の方針を実現するためには学会活

動資金が不可欠です。近年の学会活動を振り返ると、かつて 2,000

人を越えていた会員数が 1,800 人と減少傾向にあります。学会の

活動をさらに活発にして、出費を押さえ、収入を増やす努力を今ま

で以上に行う必要があります。学会費値上げではなく、企業の皆さ

んの協力や大会参加費の見直しなどを検討し、財政の健全化を目指

します。

現在、日本海洋学会は財政の健全化を喫緊に図る必要に迫られて

います。しかし、みなさんが本学会会員として学会発表や論文発表、

その他の活動を通して、会員でよかったと満足していただけるよう、

幹事会や評議員会のみなさんとともに努める所存です。海洋学会会

員、みんなで「楽しい元気な海洋学会」にしましょう。
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博士課程へ進学する
博士課程は、パリ第 6 大学だけでなく、国内外の大学や研究所

で行うことが出来る。フランス国内の場合、主として大学が出す奨

学金、地方自治体や一般企業が出す奨学金、研究者が研究プロジェ

クトの一環として獲得している博士課程の学生を雇うための予算を

利用する。親から経済支援を受けてという場合は極めて異例であ

る。いずれの奨学金も募集人数がかなり限られているため、博士課

程への進学は非常に狭き門となる。ここで言う奨学金は、返済の必

要のない「給料」である。パリ第 6 大学の場合、毎年 1 回博士課

程研究のテーマが募集される。これに対して、博士課程の学生を希

望するパリ第 6 大学の教授や准教授、パリ第 6 大学と関連のある

他の研究機関や企業の研究者が、研究テーマとその概要、学生の奨

学金の獲得の有無を明記して提出する。博士課程への進学を希望す

る学生は、パリ第 6 大学や他の大学から出される博士課程研究の

テーマのリストを見て、担当の教官と連絡を取る。ひとつのテーマ

に対して複数の応募がある場合、担当教官は学生の修士課程の成

績、これまで履修してきた科目、動機などを考慮して候補者をひと

り選ぶことが出来る。候補者とその研究テーマに関する書類一式を

大学の専攻委員会に提出し、審査を経て、どの候補者に奨学金が割

り当てられるか決定される。一般公募の奨学金の獲得のためには、

候補者の修士課程の成績、研究に対する意気込み、研究テーマの内

容などが非常に重要になる。例えば、いくら候補者が良くても、指

導教官が提示する研究テーマの内容に大きな問題がある場合（科学

的な重要性が十分に説明されていないテーマや実現性に欠けるテー

マなど）、審査会で低い評価を受けることになる。従って、学生は

科学的に斬新であったり重要な研究テーマを真剣に見つけようと努

力し、一方で指導教官は自分の研究の一端を担ってくれる優秀な学

生を見つけようと努力する。

博士課程でも必須講義や実習はあるが、修士課程の時に比べると

圧倒的に少ない。持ち時間のほとんどを博士論文研究に使うことに

なる。修士課程と博士課程で同じ教官の指導を受けることや、同様

の研究テーマに取組むことは稀である。近年の経済事情を反映して

か、奨学金は 3 年間と限られている（昔は 1 〜 2 年の延長が可能

だった）。従って、指導教官も学生も期間内に一定の成果が出るよ

うに綿密に計画を立てる。大学の学士課程と修士課程を合わせた 5

年間のセレクションを経てきた学生のさらに一握りが博士課程へ進

学するので、指導教官が手取り足取り指示しないと動けないような

学生はいない。学位論文を提出するために必要な条件として、主に

必須講義および実習の履修と投稿論文の数がある。後者は大学や専

攻課程の間によって違いがある。仮に投稿論文ゼロで博士課程を修

了するようなことがあっても、今の時代では、研究方面の道（ポス

ドクや研究職）はほぼ閉ざされている。

博士論文の提出を受けて大学の事務局は博士論文審査委員会を結

成し、委員長（1 人）、報告委員（2 人）、審査委員（2 人以上）を

決める。研究内容を評価するにふさわしいフランス内外の大学教員

や研究者が報告委員と審査委員に選任される。報告委員は、博士論

文の査読を行い、その内容が博士論文の審査にふさわしいものかど

うかの意見を提出する。この意見書に基づいて、委員長は審査会の

開催の決断をする。審査会は公開で行われ、学生の発表に続いて、

審査委員および報告委員はひとりずつ学生と議論を行う。委員一人

当たり 30 分前後の議論となる。その後、委員会は博士論文の内容、

発表および質疑応答を総合して評価し、学位授与の判断を下す。私

はこれまで聴衆として、日本、フランス、ノルウェー、フィンラン

ドの大学の博士論文発表会に参加した。ノルウェーとフィンランド

では、発表者は日本と同様にスーツ（そして男性はネクタイ）と

いう格好で、そして審査委員長はスーツの上にいわゆるアカデミッ

ク・ドレスをまとっていた。フランスでは、発表者のスーツ着用は

稀で、もっぱら普段よりも少しこぎれいな格好する程度だ。発表者

の両親や家族、幼なじみも発表を聞きにくる。博士論文審査会は、

研究内容を理解出来る専

門家だけが参加する場で

はなく、発表者の人生の

大切な節目として親しい

人に温かく見守られる場

でもあるようだ。発表を

無事終えた日の夕方から

は、審査会の委員、指導

教官、同僚、家族や友人

などと一緒ににぎやかに

お祝いをする。
ビルフランシュ研究所での講義（Jean-Philippe Labat 元パリ第 6 大
学准教授提供）

ビルフランシュ研究所での実習（Jean-Philippe 
Labat 元パリ第 6 大学准教授提供）

ビルフランシュ研究所（筆者撮影）

特 集

フランスの海洋学の教育事情（その2）	
CNRS-Université Pierre et Marie Curie-Paris 6, Villefranche sur Mer, France　田中恒夫
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Q：フランスで海洋学は人気のある分野？
A：特に人気のある分野でもなければ、不人気の分野でもない。直

近で一時的に人気が増加したのは、映画「The Big Blue」（英語タ

イトル）が公開された頃。小中高、大学の学士課程で「海洋学」を

学ぶ機会はないが、理系の学士課程を経て海洋学の専攻を希望する

学生が必ずいる。本文で述べたように、フランスでは就職のしやす

さで学問の専攻を決める学生は少ないようだ。ただパリ第 6 大学

には多くの大学院専攻課程があり、パリのキャンパスで授業を受け

ているだけではなかなか海洋学を知ってもらう機会がない。そこで

2010 年から選択科目として大学 3 年生（最終学年）を対象に 5 日

間の海洋学入門をビルフランシュ海洋研究所で行っている。またフ

ランスには大学とは別に、少数精鋭の高度な専門知識や技術を持つ

人材を養成するために設立されたグランゼコールが存在する。グラ

ンゼコールへの入学も卒業も超難関であるが、卒業生の多くはフラ

ンスの政財官学のすべての分野で活躍している。

Q：フランスの水産学教育？
A：海洋学と同様に、水産学も修士課程からの専攻科目となってい

る。フランスでは西ブルターニュ大学にのみ水産学（日本の漁労学

あるいは水産資源学に相当）の専攻科目が存在する。フランスは水

産業が盛んな割に水産学を学ぶ場が少ないようだ。私の同僚でパリ

第 6 大学の准教授のひとりは、その理由として、「高次生物生産段

階にある生物あるいは水産有用生物のことを理解するためには、ま

ずその下位にある生物のことやそれらを取り巻く物理化学環境の理

解が不可欠だから。」と述べた。グランゼコールでも水産学を学ぶ

事は可能だが、そのカリキュラムは大学の水産学と異なる。

Q：フランスの国立大学の先生の勤務状況？
A：勤務時間の半分を教育にあてることが義務となっている。1 年

の勤務時間を 1,600 時間とすると、800 時間を教育にあてること

になる。パリ第 6 大学の場合、教官は 1 年に 192 時間を講義、実習、

試験などにあてている。講義は実際の時間× 1.5 とし、その他は×

1 で計算して年間 192 時間に達するように予定を組んでいる。残

りの 608 時間は、講義や実習の準備、学生の審査などの時間に使

われている。大学の教官がクラス担任として学生の相談に乗ること

は職務に含まれていない。日本の一部の大学が実施している、大学

の先生による高校での説明会や出前授業は存在しない。もう一方の

800 時間だが、必ずしも全て研究に使うことが出来る訳ではない。

程度の差はあれ、教官は関連する学内や研究所内の会合などに時間

を使う必要がある。単純に年間 100 日を研究に使うと仮定すると、

一日当たり 8 時間の持ち時間となり、十分な時間があるように思

える。実際には講義や他の雑用などが合間に入るため、なかなか研

究員と同じように研究をするという訳にはいかないのが実情のよ

うだ。

Q：博士課程の指導免許？
A：フランスでは、博士課程の学生の論文指導を行うために Habil-

itation à diriger des recherche（HDR）という資格を取得しなけれ

ばならない。博士の学位を取得後、正規の職員として一定の教育

（学生の論文指導）および研究の実績を積んだ後でこの資格を得る

事が出来る。これは一昔前に存在した、大学で取得した博士号の後

で取得可能な国家博士号（Doctorat d’Etat）とは異なる。HDR 資格

の取得を志す者は、修士課程の学生を単独で指導し、博士課程の学

生を HDR 資格を持っている人と共同で指導するなどして、教育実

績を積む。研究実績では、研究プロジェクトの企画と実施、学会や

科学雑誌での論文発表などが重要となる。これらを書類にまとめて

大学に提出し、書類審査と発表審査を経て HDR 資格が授与される。

HDR 資格のない教官は、博士課程の学生相手に講義を行う事は可

能だが、単独で彼らの指導教官となることは出来ないという状況が

ある一方で、学生相手の教育経験の全く無い人が研究職に就くと同

時に博士課程の学生の論文指導を行うような事態を避けるように

なっている。フランスでは、大学の教官（准教授）および研究所の

研究員が HDR 資格の審査を受けることが可能である。

Q：フランスの海洋学における女性の割合は？
A：私が勤務する研究所にいる大学院生やポスドクを見る限り、女

性の割合は 20−30%。研究者と教官の場合では、女性の割合はそ

れぞれ約 30、15% となる。常任技官に占める女性の割合が最も高く、

約 50% である。言うまでもなく、フランスでは海洋学における雇

用および進学の機会は男女平等に与えられている。フランスの公務

員の有給休暇は年に 9 週間（週末を含む）分となっている。女性

に与えられる出産休暇は日本よりも充実している。教官も研究者も

公務員として職を保障されているので、職場の上司や同僚にあまり

気兼ねする事なく、必要な休暇を取る事が出来る。しかし海洋学の

ように昼夜問わず、場合によっては数週間から数ヶ月現場に出て作

業を行うことがある分野では、どうしても女性にとって不利になり

がちな要素があることは否めない。ビルフランシュ海洋研究所の女

性の比率はそれを反映したものではないだろうか。

あとがき
この記事は主に次の 4 人への取材に基づいている。

Dr. ALONSO, Fre’de’ric (Engineer scientist at the French Radioprotec-
tion and Nuclear Safety Institute at Cadarache)

Dr. LE FLOC’H, Emilie (CNRS research engineer at University of Mont-
pellier 2, CNRS, IRD, University Montpellier 1, IFREMER)

Dr. LEMEE, Rodolphe (Associate Professor at University of Paris 6, 
Assistant Director in charge of Education at the Observatoire
Oce’anologique de Villefranche sur Mer)

Dr. MOUSSEAU, Laure (Associate Professor at University of Paris 6)
また、日本で海洋学の教鞭をとる現役の先生方から伺った、日々感

じている疑問やフランスの先生にぶつけてみたい質問は、取材をする

（参照資料）サイトアドレス
パリ第 6 大学（http://www.upmc.fr/）
ビルフランシュ海洋研究所（http://www.obs-vlfr.fr/LOV/）
ロスコフ生物研究所（http://www.sb-roscoff.fr/）
バニュルス海洋研究所（http://www.obs-banyuls.fr/fr/index.html）
エクス＝マルセイユ第 2 大学（http://www.univmed.fr/）
西ブルターニュ大学（http://www.univ-brest.fr/）
ラ・ロシェル大学（http://www.univ-larochelle.fr/）
リール第 1 大学（http://www.univ-lille1.fr/）

上で大変役立った。教育に携わらない筆者が本稿の執筆を思い立つに
いたったのは、北海道大学の岸道郎さんと JAMSTEC の市川洋さんか
らいただいた助言と励ましによるところが大きい。上記の全ての方々
に感謝する。

＜付録＞　フランスの海洋学の教育事情　Q &A
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2013 年 2 月 15 日午前 11 時から山口県下関市の三菱重工業下

関造船所で新しい海洋学術研究船「新青丸」の進水・命名式が行わ

れた。この船は、文部科学省が東日本大震災後の復興予算から約

110 億円をあてて建造するものである。完成後は JAMSTEC に所属

し、「白鳳丸」、「淡青丸」と同様の全国共同利用に供されるが、な

によりも、文科省の支援のもとで東北大学、東京大学、海洋研究開

発機構（JAMSTEC）などが展開している「東北マリンサイエンス

拠点形成事業」において、主に海洋生態系の調査研究を支援するこ

とが期待されている。そのため、被災地域のほぼ中央にあり、かつ、

東京大学大気海洋研究所の国際沿岸海洋研究センターがある岩手県

大槌町を係留港にすることになっている。2013 年 6 月末に引き渡

し、その後 9 月末までは慣熟航海等を行い、本格的な調査研究航

海に就役するのは 10 月以降になる。

この式典は震災からの復興をおもう市民の注目をひき、多くの人

びとが観覧に押しかけた。そのような雰囲気のなかで、重厚ながら

も華やかに行われた進水・命名式はいくつもの報道記事になってお

り、市民の記憶に長く残るだろう。それらの記事は、発注者であ

る JAMSTEC の平朝彦理事長はじめ、本船の建造計画策定から設計

艤装の細部決定までの過程で関係した人たちにまざって、係留港と

なる大槌町の小学校から 6 年生の黒沢宏太君と 5 年生の河合夏海

さんが同町の碇川豊町長および岩手県の上野善晴副知事とともに招

かれたこと、この二人の小学生が豊かな三陸の海の復興を願って支
し

綱
こう

を切ったことを報じている。また、船体船首部に「新青丸」の字

を揮毫した前の文部科学大臣平野博文氏も参列された。式典後の

懇談会では、大槌町長と岩手県副知事は異口同音に、地域住民に

復興への希望をもたらすものであるとの謝意と期待を表明した。

JAMSTEC 理事長と東大大気海洋研究所新野宏所長からは、震災が

海洋生態系に引き起こした変化の究明と損傷からの回復のために

「新青丸」を役立てるとの決意が表明された。

「新青丸」は、長さ 66m,、幅 13m、国際総トン数 1,600 トン、航

海速度 13.2 ノットの、先進的な推進装置、航海計器、海洋観測装置、

試料分析機器などを多数そなえた最新鋭の学術研究船である。今回の

新船進水に先だつ 2013 年 1 月に「淡青丸」が 30 年余の活動を終え

て退役したが、「新青丸」はその欠を補ってあまりある性能を備えて

いる。本格就役後は「淡青丸」にまさる共同利用研究船として活躍す

ることが期待されている。船体はクリーム色、ファンネルは水色（淡

青）で、いずれも「淡青丸」の色を継承しているが、トン数は約 2.5 倍、

航海速度は 1.2 ノット大きくなった。頼もしいかぎりである。

進水式に立ち会いつつ私は、「新青丸」の誕生を頼もしいと思う一

方で、ここ 20 年間ほどに起こったわが国の海洋調査研究船をとり

まく情勢の大きな変化を思い起こしていた。日本学術会議の建議を

受けて東京大学に海洋研究所が置かれたのが 1962 年で、「淡青丸」

が配置されたのは 1963 年であった。初代の「淡青丸」は 257 トン

であった。当時は国内規格でトン数を定めていたので、今日風に国

際総トン規格に換算すればもっと大きな数値になるはずだが、それ

にしても大きな船であったとはいいがたい。二代目は 1982 年に就

役したが、それが今年退役した淡青丸である。その大きさは、昔風

に国内総トンでいえば 469 トン、今日風の国際総トンでいえば 610

トンであり、船長 51m、船幅 9.2m、 航海速度 12.0 ノットであった。

「淡青丸」は「白鳳丸」とともに全国の海洋研究者の共同利用に

供され、多くの研究成果を生みだすとともに、わが国の海洋研究を

担う科学者がそだつ基盤となってきた。この両船がなければ、後継

者は限られた少数の大学学部や研究機関でだけ育成され、わが国の

海洋科学研究の視野と規模は大きくなりえず、今日なお諸外国にく

らべて大きな後れを取っていたに違いない。科学者コミュニティの

意思が反映された海洋研究所の開かれた共同利用の理念と運営にた

いして、科学者がとくに不満を持つことはなかったはずである。そ

れでも、研究が発展し、新鋭の研究者がふえるにしたがって、二船

のシップタイムだけでは少なすぎるという不満が増大していった。

事実、1963 年から 1990 年にかけて日本海洋学会の会員数は 579

名から約 2,200 名へと増えていたのだ。こうして、それぞれの研

究船の運航日数が半年程度に限られる状況では、第 3 番目の共同

利用研究船が必要だとだれもが考えるようになり、1990 年代には

新船建造の要望がふくらんでいった。

しかし、時代の風は反対に吹きつつあった。英国のサッチャリ

ズムが日本にも拡がってきて、財政の引き締めと行政改革の機運が

高まっていた。その影響下で橋本内閣が行政改革会議を置いたのは

1996 年 11 月から 1998 年 6 月までで、この間に特殊法人や国立大

学の独立法人化も審議された。その結果中央省庁等改革基本法の制

定（1998）、行政改革大綱の閣議決定（2000）、中央省庁の再編（2001）

が断行された。この流れは小泉内閣に引き継がれ、特殊法人等整理

合理化計画が閣議決定され（2001）、国立大学法人法が制定された

（2003）。こうした時代にあって、国立大学に新たな研究船を建造し

て配置することはおろか、老朽船の代船建造によって船舶数を維持

することすらむつかしかった。そのさなか、「淡青丸」の船齢は 20

年をこえ、そろそろ代船建造を検討すべき時期に至っていた。

一方、1971 年に経済団体連合会の要望によって科学技術庁が認

可する法人として誕生した海洋科学技術センター（海洋研究開発機

構の前身）は多くの海洋調査研究船を保有していた。しかし、同セ

ンターの性格上、その運用はセンター固有の調査研究にほぼ限定さ

れていた。大学研究者などの自主的研究への共同利用には供されず、

寄 稿 ①

新海洋学術研究船「新青丸」の進水・命名式で思ったこと	
海洋研究船建造委員会委員長　三洋テクノマリン株式会社生物生態研究所長　谷口旭

三菱重工下関造船所での「新青丸」の進水命名式
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研究者たちのシップタイム確保の助けにはなりにくかった。そのた

め、海洋科学者コミュニティの意見を集約して、日本学術会議海洋

科学研究連絡委員会は、すべての海洋調査研究船を一元的に、かつ、

共同利用方式で運用してすべての科学者にシップタイムを提供する

べきであるという趣旨の提言を発出していた（2001）。

いよいよ 2004 年、特殊認可法人海洋科学技術センターは独立行

政法人海洋研究開発機構（略称はセンター時代と同じ JAMSTEC）

になり、東京大学も国立大学法人となった。この改編は当然なが

ら名称の変更だけで済んだはずはなく、とりわけ特殊法人である

JAMSTEC は外目にも明らかな変革を強く迫られていたであろう。

さまざまな方途を模索した結果、上述の学術会議海洋科学研連の提

言を受けるかたちで東京大学海洋研究所の研究船を統合すること

になった。その背景では、2 船を移籍させる海洋研と移籍を受ける

JAMSTEC とのあいだで協議が重ねられ、また、科学者コミュニティ

を代表する学術会議海洋研連や日本海洋学会などの学会が意見を具

申していた。JAMSTEC は、こうした情勢の変化やさまざまな意見

を勘案しながら、技術開発機関から学術研究機関へと変身すること、

研究船に関しては海洋科学者コミュニティが望む共同利用方式で運

用すること、とりわけ「白鳳丸」と「淡青丸」に関しては、海洋研

が実施してきた開かれた共同利用運営方式を継承することを決めて

いったように私にはみえた。この変化は、わが国の海洋科学の水準

向上に貢献したといってよいと思う。

JAMSTEC への移管によって「淡青丸」と「白鳳丸」の年間航海

日数が飛躍的に増大したことは、極めて大きな改善点であった。こ

れで当面は調査研究船不足をしのげるかと思われたが、「淡青丸」

をはじめ JAMSTEC が運用してきた他の船舶にも老朽化が顕著に

なってきた。文部科学省科学技術・学術審議会海洋開発分科会は海

洋研究船委員会をもうけ、2003 年から 2007 年までの間、老朽船

の代船建造の必要性と研究船のさらに有益、効率的な運用運航の在

り方を審議した。この下地があって、今回大震災からの復興事業に

必須の基盤として「新青丸」の建造が実現したのだと思う。老骨に

むち打ってわが国の海洋科学の発展に貢献してきた「淡青丸」への

感謝とともに、新生「新青丸」への期待がふくらむ。

最初に述べたように、「新青丸」は数々の最新鋭装備機器を備え

ており、その要目や性能は近く公表されるであろう。ここでは、進

水式で目にした外観上の特徴を紹介したいと思う。私が目をひかれ

た特徴は三つある。第一は、横から見た船首が海面に対して切り立っ

ていることで、私は19世紀末から20世紀初頭の船の姿を連想した。

これは船首で発生した波が錨を翻弄することを防ぐためだというこ

とである。第二は、船首部に大気観測装置を取り付ける櫓式の船首

マストがあることで、ブリッジからの視界を妨げるのではないかと

想像した。しかし、幅 13m のブリッジからみれば、この程度の構

造物は深刻な障害にはならないらしい。これは船からの排気の影響

を最小限にするための工夫だとのこと。

最も目を引いた特徴は、ファンネルマークである。多くの船は

所属する船会社のシンボルを一つだけ掲げている。しかし、「新青

丸」のファンネル（煙突）には二つのシンボルが描かれている。

ひとつは JAMSTEC のマーク、もう一つは大気海洋研究拠点（Joint 

Usage/Research Center for Atmosphere and Ocean Sciences）のマー

クで JURCAOS の文字が書かれている。このように複数のマークを

ファンネルに掲げている船がほかにもあるのかも知れないが、私は

まだ見たことはない。非常に稀なことは確かだろう。これは、すで

に述べたような現下の困難な社会情勢の下で、わが国の海洋研究に

最善の舞台と機会を提供するために JAMSTEC と東大大気海洋研究

所が協調して学術研究船を運用するという、協調と連携の象徴であ

ると私は感じている。「新青丸」の活躍を大いに期待したい。

東京大学大気海洋研究所は、前身の海洋研究所が設立されてから

50 周年にあたることを記念して、2013 年 1 月 30 日に講演会、記

念式典および祝賀懇親会を開催しました。

講演会では、木暮一啓、木本昌秀両副所長による今後の研究の展開

に関する講演の後、小池勲夫・元所長から研究所に対する期待を話し

ていただきました。続いて、東京大学の濱田純一総長をはじめ文部科

学省や関係学会など学内外からの来賓をお迎えして記念式典が行われ

ました。式典では、日本海洋学会からも花輪公雄会長（当時）に祝辞

をいただきました。式典終了後引き続いて祝賀懇親会が行われ、多く

の祝辞、激励のことばをいただき、所員一同、研究所のこれまでの伝

統を踏まえ、次の 50 年に向けて研究を大きく発展させるよう決意

を新たにしました。

1950 年代の後半、周囲を海に囲まれた海洋国である日本として、

海洋に関する基礎的な研究を推進することが必要であるとする機運

が高まり、日本海洋学会を含む関係各学会から日本学術会議に建議

されたことが海洋研究所の設立につながりました。すなわち、研究

所の設立そのものに日本海洋学会の支えが不可欠であったと言えま

す。設立後も、全国の海洋研究者の共同利用に供する研究機関とし

て、「白鳳丸」「淡青丸」の運航をはじめとする共同利用の運営にあ

たって学会の並みならぬご支援をいただいてきています。2010 年に

気候システム研究センターと共に大気海洋研究所を設立し、共同利用・

共同研究拠点として活動の幅を広げ、大気海洋科学の基礎研究を進

めています。

50 周年の節目にあたり、日本海洋学会をはじめとする関連の学

界に貢献できる研究所を目指しますので、今後も様々な局面で日本

海洋学会からのご支援をお願い致します。

記念式典で祝辞を述べる花輪会長

寄 稿 ②

東京大学大気海洋研究所設立50周年記念行事	
東京大学大気海洋研究所　道田豊
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はじめに
1990 年代に登場したプロファイリングフロート（以下、フロー

ト）は、2000 年のアルゴ計画開始とともに急速に普及した。現在

では、多数のフロートからなる海洋観測網（アルゴ）は、現代海洋

学にとって不可欠な「観測インフラ」として認識され、これにより

得られる大量の観測データにより、以前は困難であった海洋貯熱量

の変化や海水の膨張による海面上昇の推定も可能となった。しかし、

時期をほぼ同じくして発展してきた人工衛星による観測や、観測船

による高精度繰り返し観測によるデータを解析した結果からは、現

在進行している地球環境の変化をより精密に捉えるためには、アル

ゴによる観測の及んでいない、水深 2,000 m より深層のモニタリ

ングが必要なことが明らかになっている。そして現在、深海用フロー

トを用いた深層観測網の構築へ向けた努力がなされており、米・仏

および日本において深海用フロートの開発が進められている。日本

では、2010 年より海洋研究開発機構（JAMSTEC）と鶴見精機が共

同で深海用フロートの開発を進めてきた（小林・渡辺、2012）。こ

の開発は順調に進展して世界で最初に実用化に成功、2013 年 4 月

には「Deep NINJA」として一般へ向けての供給を開始した。

本稿では、深海用フロート Deep NINJA の詳細と、本フロートを

用いた海洋観測の一例として南大洋における南極底層水の長期観測

の結果を紹介し、今後の展開を簡単に述べる。

Deep NINJA の仕様
Deep NINJA はアルミ合金製の耐圧筐体を持ち、全長 210 cm、

空中重量は約 50kg である（図 1）。最大観測深度は 4,000 m で、

海氷に一年中覆われる北極海の一部を除く全球海洋で運用できる。

これにより全球海洋の約 90%（体積比）の観測が可能となった。

既存のフロート（最大観測深度 2,000 m）では約 50% であるから、

Deep NINJA はフロートで観測可能な領域を飛躍的に拡大させたこ

とになる。電源にリチウム電池を採用、1 年（以上）の運用が可能

である。この運用期間を 2 年に延長すべく、鶴見精機では改良を

進めている。

通信にはイリジウムによるショートバーストデータ方式（双方

向）を採用した。観測データは指定されたアドレスに電子メール

で送信される。海面での測位は GPS による。SeaBird Electronics 社

製 CTD センサ（SBE41CP）を搭載、観測プロファイルの鉛直分解

能は 5 ～ 20dbar で、水深 4,000 m からの観測では 400 層程度、

2,000 m からでは 300 層程度の水温・塩分データが得られる。十

分な拡張性と大きなペイロードを持つので、追加センサの搭載も可

能であり、鶴見精機では溶存酸素センサ搭載型の開発を進めている。

観測ミッションも柔軟に設定でき、投入後に観測周期や観測・漂流

深度などを変更することも可能である。浮上域に海氷が予想される

と、Deep NINJA は海面付近で観測を中止して沈降する。この観測

データは、後日海面に浮上した際に送信される。また、着底した場

合、ある程度上昇して漂流することで浅海域から脱出するような機

能を備えている。

南大洋での深層観測
南極底層水の季節・経年変化とその変化が太平洋深層へと伝播す

る様子を直接観測するために、2012 年 12 月に 4 台の Deep NINJA

を JAMSTEC 海洋地球研究船「みらい」から南大洋に投入した。

2013 年 4 月末現在まで、全機が順調に観測を続けている。図 2 は、

南極アデリー海岸沖に投入した 3 台の Deep NINJA によって観測さ

れたデータを示している。水深 3,000 m より深層には水温が約 0℃

以下の南極底層水が認められる。この海域の南極底層水は高温・低

塩化していることが知られており、Deep NINJA の観測結果からは

その傾向が継続していることが確認できる。これは「みらい」によ

る観測とも一致する。Deep NINJA により海氷に覆われる冬季を含

む一年間の観測データを得ることによって、アデリー海岸沖の南極

底層水の季節変化と、より長期の変化に対するその影響を明らかに

できると期待している。

今後の展開
Deep NINJA の開発成功は、単に海洋深層のフロート観測を可能

としたにとどまらない。この開発で培われた技術を用いることによ

り、2,000 m 級フロートや沿岸域観測用フロートを短期間で完成さ

せることが可能となる。また、観測ミッションの設定が柔軟で、投

入後でもフロート制御が自在であることは、深海観測よりもむしろ

沿岸域や生物・化学パラメータの観測でこそ、その効果を発揮でき

るだろう。これは最近まとめられた本学会の将来構想報告書で何度

も触れられた沿岸域観測用や生物・化学センサ搭載の多機能フロー

トを、国内メーカーが効率よく開発・作製する準備が整ったことを

示す。これまで国内で用いられたフロートのほとんどは外国製であ

り、仕様の変更や改修、あるいは全く新しいセンサの搭載を希望す

る場合は、国外メーカーやその代理店との間で面倒な交渉や煩雑な

手続きが必要な上、完成までに長い時間を要していた。そのため、

仕様変更などを諦めたユーザーも多かったであろう。今後は希望す

るフロートを、より簡単に入手できるようになるだろう。

寄 稿 ③

国産深海用フロート「Deep NINJA」とそれを用いた南大洋深層観測	
海洋研究開発機構　小林大洋　　鶴見精機　立川道彦

図 1：�Deep NINJA の外観と海洋地球研究船「みらい」による投入の
様子（提供：海洋研究開発機構）
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日程：2013 年 9 月 6 日 ㈮～ 9 月 8 日 ㈰（2 泊 3 日）

会場：国立磐梯青少年交流の家

住所：福島県耶麻郡猪苗代町字五輪原 7136-1　

※初日、最終日には、仙台駅・郡山駅と会場間の送迎

バスをご用意します（別途、送迎費いただきます）

会費：￥10,000（宿泊、食事込み）

主催：東北大学 2013 年度 気象・海洋若手会実行委員会

代表：福井　真

定員：150 名程度

ウェブサイト：http://www.geocities.jp/kaiyowakate/2013/

連絡先：kaiyowakate@gmail.com

【開催趣旨】

気象を研究している全国の学生・若手研究者が、研究発表・交流

を行う「気象夏の学校」、海洋関連分野の若手研究者（院生やポス

ドク、助教）を対象とした「海洋若手会」を「2013 年度気象・海

洋夏の学校」として合同開催いたします。

内容は、招待講演、一般講演（口頭・ポスター発表）、並びに懇

親会を予定しています。招待講演では第一線でご活躍されている研

究者にご講演いただき、一般講演や懇親会などを通して気象分野、

海洋分野の垣根を越えて交流を図りたいと考えております。普段交

流することの少ない他分野の学生と情報交換できる数少ない機会で

すので、奮ってご参加ください。また、海洋物理にとどまらず、生

物・化学など幅広い分野からの参加者をお待ちしております。

参加お申し込みは 5 月下旬から 7 月上旬にウェブサイト上にて

行っております。その他詳細などもウェブサイトに順次掲載してい

く予定です。参加ご希望の方、興味をもたれた方はぜひご覧ください。

今回紹介した Deep NINJA は、その実用化に成功し、満足のいく

観測実績を挙げているとはいえ、まだ大型で扱いにくく、寿命も短

いなど、フロートとして改良すべき点も多い。鶴見精機では今後も

改良を続ける予定であり、その時点で最良のものを提供する計画で

ある。

謝辞
Deep NINJA 開発に関わった鶴見精機の社員および JAMSTEC の

研究者・職員の方々、実海域での投入・回収に協力頂いた水産総合

研究センター「若鷹丸」、JAMSTEC「かいよう」「なつしま」「みらい」

の船長・乗組員および乗船研究員・支援員の方々に心より感謝しま

す。本開発は JAMSTEC「実用化展開促進プログラム」（平成 22 −

24 年度）の支援を受けて実施されました。

引用文献
小林大洋、 渡辺和博、 “ 深海用プロファイリングフロート「Deep 

NINJA」の開発 ”. 日本海洋学会ニュースレター , 1（4）, 5-6, 2012.

図 2：Deep NINJA で得られた南極アデリー海岸沖の観測データ。 
　　　（左）温位プロファイル　　（中）温位−塩分ダイアグラム（等値線はポテンシャル密度）　　（右）移動経路と観測位置。

情 報 ①　若手会 開催案内

『2013年度気象・海洋夏の学校』開催案内	
東北大学大学院理学研究科　大石俊
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2nd International Symposium on Boundary Current Dynamics: 
Its connection with open-ocean, coastal processes, biophysical 
interactions and responses to global climate change

日程：2013 年 07 月 08 日㈪ − 09 日㈫
会場：Guanfang Hotel Lijiang Qidian (Lijiang, Yunnan, China)
ウェブサイト：http://coadc.ouc.edu.cn/isbcd/

Davos Atmosphere and Cryosphere Assembly 2013 (DACA-13): 
Air, Ice & Process Interactions

日程：2013 年 07 月 08 日㈪ − 12 日㈮
会場：Davos Congress Centre (Davos, Switzerland)
ウェブサイト：http://www.daca13.org/

可視化情報シンポジウム 2013 
日程：2013 年 07 月 16 日㈫ − 17 日㈬
会場：工学院大学新宿キャンパス（東京都新宿区）
ウェブサイト：�http://www.visualization.jp/event/detail/symp 

2013.html
IAHS–IAPSO–IASPEI Joint Assembly: Knowledge for the Future

日程：2013 年 07 月 22 日㈪ − 26 日㈮
会場：Gothenburg Convention Centre (Gothenburg, Sweden)
ウェブサイト：http://www.iahs-iapso-iaspei2013.com/

PICES 2013 Summer School on Ocean Observing Systems and 
Ecosystem Monitoring

日程：2013 年 08 月 19 日㈪ − 23 日㈮
会場：Hatfield Marine Science Center (Newport, Oregon, U.S.A.)
ウェブサイト：�http://www.pices.int/meetings/summer_schools/ 

2013_ summer_school/2013-Newport-ss/2013-
Newport-ss-main.aspx

2013 年 夏の地球流体セミナー『海洋の中規模渦や波浪に対する
Lagrangian 平均理論の発展』

日程：2013 年 08 月 20 日㈫ − 23 日㈮
会場：休暇村支笏湖（北海道千歳市）

第 17 回 データ同化夏の学校
日程：2013 年 08 月 20 日㈫ − 23 日㈮
会場：青森県むつ市

熱帯気象研究会 2013
日程：2013 年 08 月 22 日㈭ − 23 日㈮
会場：琉球大学 千原キャンパス（沖縄県中頭郡西原町）
ウェブサイト：�http://w3.u-ryukyu.ac.jp/met_rq/notice/201308_ 

meeting_tropical.html
6th International SOLAS Summer School

日程：2013 年 08 月 23 日㈮ − 09 月 02 日㈮
会場：�State Key Laboratory of Marine Environmental Science, 

Xiamen University (Xiamen, China)
ウェブサイト：http://mel.xmu.edu.cn/solassummerschool/

ESA Living Planet Symposium 2013
日程：2013 年 09 月 09 日㈪ − 13 日㈮
会場：Edinburgh International Conference Centre (Edinburgh, U.K.)
ウェブサイト：http://www.livingplanet2013.org

日本流体力学会 年会 2013 年
日程：2013 年 09 月 12 日㈭ − 14 日㈯
会場：東京農工大学小金井キャンパス（東京都小金井市）
ウェブサイト：http://www2.nagare.or.jp/nenkai2013/

2013 年度 日本海洋学会秋季大会
日程：2013 年 09 月 17 日㈫ − 21 日㈯
会場：北海道大学札幌キャンパス（札幌市北区）

ウェブサイト：�http://www.gakkai-web.net/gakkai/jos/hp/index.
html

雪氷研究大会（2013・北見）
日程：2013 年 09 月 17 日㈫ − 21 日㈯
会場：北見工業大学（北海道北見市）
ウェブサイト：https://sites.google.com/site/jcsir2013/

第 15 回 非静力学モデルに関するワークショップ
日程：2013 年 09 月 26 日㈭ − 27 日㈮
会場：北海道大学低温科学研究所（札幌市北区）
ウェブサイト：�http://www.lowtem.hokudai.ac.jp/cloud/nhm_

ws15th_ sapporo.html
可視化情報全国講演会 2013

日程：2013 年 09 月 27 日㈮ − 28 日㈯
会場：会津大学（福島県会津若松市）
ウェブサイト：http://web-ext.u-aizu.ac.jp/conference/vis2013/

6th WMO Symposium on Data Assimilation
日程：2013 年 10 月 07 日㈪ − 11 日㈮
会場：�National Centers for Environmental Prediction (College 

Park, Maryland, U.S.A.)
ウェブサイト：http://www.ncep.noaa.gov/events/2013/wmo6da/

PICES 2013 Annual Meeting
日程：2013 年 10 月 11 日㈮ − 20 日㈰
会場：�Vancouver Island Conference Centre (Nanaimo, British 

Columbia, Canada)
ウェブサイト：�http://www.pices.int/meetings/annual/PICES-

2013/2013-background.aspx
日本機械学会 第 26 回 計算力学講演会

日程：2013 年 11 月 02 日㈯ − 04 日㈪
会場：佐賀大学本庄キャンパス（佐賀県佐賀市）
ウェブサイト：http://www.jsme.or.jp/conference/cmdconf13/

GODAE OceanView Symposium 2013 “International Operational 
Oceanography, 5 years on from GODAE — where are we now?”

日程：2013 年 11 月 04 日㈪ − 06 日㈬
会場：�NOAA Center for Weather and Climate Prediction (College 

Park, Maryland, U.S.A.)
ウェブサイト：�https://www.godae-oceanview.org/outreach/

meetings-workshops/Symposium-Review-2013/
第 4 回 極域科学シンポジウム

日程：2013 年 11 月 11 日㈪ − 15 日㈮
会場：国立極地研究所（東京都立川市）
ウェブサイト：http://www.nipr.ac.jp/symposium2013/

2013 年度 水産海洋学会研究発表大会
日程：2013 年 11 月 15 日㈮ − 17 日㈰
会場：京都大学北部総合教育研究棟（京都市左京区）

日本気象学会 2013 年度 秋季大会
日程：2013 年 11 月 19 日㈫ − 21 日㈭
会場：仙台国際センター（仙台市青葉区）

AGU 2013 Fall Meeting
日程：2013 年 12 月 09 日㈪ − 13 日㈮
会場：Moscone Center (San Francisco, California, U.S.A.)
ウェブサイト：http://fallmeeting.agu.org/2013/

2014 Ocean Sciences Meeting
日程：2014 年 02 月 23 日㈰ − 28 日㈮
会場：Honolulu, Hawaii, U.S.A.

情 報 ②　

海洋学関連行事カレンダー	
海洋研究開発機構　JOSNL編 集委員　小守信正
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１．はじめに
教育問題研究会は、初等中等教育および高等教育における海洋の

教育の充実、ならびに一般国民を対象とした海洋の教育の推進、海

洋に関する知識の普及等を図るための手段を検討し実施することを

目的として、2003 年から種々の活動を展開してきた。その一環と

して、2012 年度秋季大会時に、あるべき海洋科学コミュニケーショ

ンスキルと、その普及をとおした海洋教育の今後の展開について議

論するためにシンポジウム「海洋の知識を社会に伝える科学コミュ

ニケーションスキル」を「特定非営利活動法人 海の自然史研究所」

および「東京大学海洋アライアンス 海洋教育促進研究センター」

と共同で開催した。このシンポジウムに引き続き、2013 年度春季

大会では、「特定非営利活動法人 海の自然史研究所」が全国各地で

行なっている COSIA（海洋科学コミュニケーション実践講座、全

10 回）の一部を体験する「COSIA（海洋科学コミュニケーション

実践講座）の体験ワークショップ」を開催した。このワークショッ

プは、大学院学生と若手の研究者・大学教員を主な対象として、今

後のプレゼンテーション・授業・アウトリーチ活動に有用な情報を

提供することを目指した。以下に、本体験ワークショップの概要を

報告するとともに、参加者・講師の感想を紹介する。

２．概 要
2.1　準備

日本海洋学会 2013 年度春季大会の全プログラムが公開された後

の 2013 年 2 月 26 日に体験ワークショップの開催要項を海洋学会

ML に投稿し、教育問題研究会ウェブサイトでの参加事前登録を呼

びかけた。定員を 20 名としたが、多数の申込みがあった場合には

主な対象である学生会員および若手の研究者・大学教員を優先する

ために、参加者の調整を行なうこととし、「先着順」ではなくて、「3

月 7 日締切、11 日に参加の可否を連絡」とした。しかし、事前登

録者が予想外に少数であったため、3 月 6 日に海洋学会 ML で事前

登録を再び呼びかけ、さらに、前日の 3 月 20 日には当日受付を実

施することを海洋学会 ML に投稿した。事前登録者 6 名中 1 名か

ら参加事前取消があったが、結局、11 名が参加した（内 5 名は教

育問題研究会会員）。11 名の内の 7 名が 40 歳未満の若手会員（内

3 名が学生会員）であり、3 名が教員であった。

2.2　実施内容

ワークショップは、事前に４つのテーブル（6 人掛け）が配置さ

れた会場で、市川洋（海洋研究開発機構）による開会挨拶・趣旨説

明の後、今宮則子（海の自然史研究所）の進行によって、第 1 部「人

の学び」、第 2 部「科学の本質」の 2 部構成で行なわれた。各々は、

３つの小グループに分かれて実験学習や意見交換をおこない、その

結果を参加者全体で共有する形式で進められた。

平井和也（海の自然史研究所）が担当した第 1 部では、パンフレッ

トとスライドを用いて COSIA（Communicating Ocean Science for 

Informal Audience, 学校教育外の教育の場における海洋科学コミュ

ニケーション実践講座）の簡単な紹介の後、各グループ毎に「各人

が今までに体験した授業の中で、楽しかった授業とつまらなかった

授業と、その理由」を話し合うことから始まった。その後、４つの

テーブルを交代で回って、密度と塩分について「教え方」と「学び

方」が異なる４つの教授方法の各々を体験した。ついで、実際に体

験した教授方法の解説および指導モデル「ラーニング・サイクル」

の紹介と、それらについての意見交換を行なった。

都築章子（海の自然史研究所）が担当した第 2 部「科学の本質」

では、参加者の各々が「科学とは何か」に関する自分の考えを各グ

ループ毎に説明し合うことから始まった。ついで、科学に関する

20 項目の記述の各々について、参加者各自がその当否判定を行なっ

た。その結果についての小グループ内および全体での議論を通して、

科学に関する自分たちの考え方の相違や誤りやすい概念について意

見交換を行なった。

これらの実施内容についての参加者の感想を以下に示す。

１）一般参加若手会員の感想

教員をしており、授業改善のヒントになればと思い参加した。第

1 部では、講師からの問いかけにより自分自身が学生であった時の

ことを思い出しながら現在の授業スタイルを反省することができ

た。また、簡単な実験を通して人が理解するためにはどのような手

順がよいのかを学ぶことができた。第 2 部ではディスカッション

しながら自らの科学観と向き合うことができた。また、これから科

学に触れていく子供たちに ｢科学とは何か？｣ を考えさせるヒント

の出し方を学ぶことができたとも思う。今回の体験プログラムで経

験したものを今後の活動に生かしていきたいと思う。

� （嘉数祐子、木更津工業高等専門学校）

本ワークショップの参加は、第 1 部、2 部共に良い体験だった。

研究者にも社会発信能力が求められる昨今、若手として「ラーニン

グサイクル」や「科学の本質」を知っておくことは将来のために必

要だと感じた。今後は多くの若手の積極的な参加と、ワークショッ

プに参加した後の実践が重要だ。例えば、ワークショップで伝える

方法を学んだ後に、若手は出前授業、現役研究者はサイエンスカフェ

などを実際に行うまでをセットにするのはどうだろう。

� 　（干場康博、北海道大学大学院院博士課程 3 年）

これまで教える側に立ったこともなく教育論等の授業を履修した

こともない私が COSIA 体験ワークショップに参加しようと思った

のは、日頃自分が物事をどのように考えているかまた自分の科学観

を再確認したいと思ったからです。第 1 部では自分がどのように

興味を覚え課題に取り組んで行くのかをワークショップを通して明

確に確認でき、第 2 部では自分の科学観と普段科学に触れない人

との科学観とのギャップの大きさに驚かされました。COSIA はア

ウトリーチ活動を行う人を対象にしたプログラムですが、自分の思

考の仕方や科学観を再確認するのにも役立つプログラムでもあると

思います。私と同じ学生のみなさん、機会があれば１度参加してみ

てはどうでしょうか。�（林正能、名古屋大学大学院博士課程 2 年）

２）教育問題研究会会員の感想

参加した動機として、以前 COSIA の紹介があり興味があったこ

と、気象研でアウトリーチ活動をする機会があること、また、自分

の教えることが下手であるという自覚などがあった。受講前では、

情 報 ③

体験ワークショップ開催報告	
教育問題研究会　市川洋・今宮則子
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教育の実習めいたことを予想していた。講座は前半と後半部に分か

れていた。前半部では、予想していた教育法の実践というよりは、

実験などによる様々なアプローチを教えられる立場から実際に体験

することで、逆にどのような教え方がよいかを考えるというもので

あった。そして、どのようなアプローチが優れているというよりも、

様々なアプローチで課題に触れることで理解が深まるということを

教わった。後半では、科学に対する誤概念というリストに対する議

論を踏まえて、そもそも教える側の科学に対する心構えをたしかめ

るというものであった。結果としては、良い意味で予想を裏切られ

た。また、このような機会があれば参加してみたい。

� （中野英之、気象庁気象研究所）

３）講師の感想

海の自然史研究所はこれまで、おもに学校外の場で教育活動に従

事する人々や教員養成課程の学生らを対象に COSIA を開講してき

た。今回、COSIA 本来のターゲットである海洋科学を専門とする人々

にこの講座の一部を体験してもらう機会をいただき、講師としても

多くの収穫を得ることができた。まず第 1 部では、参加者の方々

には、4 つの異なる学習法を体験し自らの学習体験も振り返ること

を通して、「人の学び方に即した学習をデザインする」という考え

方が無理なく受け入れられていたと思われる。第 2 部の、科学に

関する種々の記述を、科学のことを正しく述べている記述とそうで

ないものに分類した活動では、グループにより議論の進め方はさま

ざまであったが、専門領域や研究歴の異なる人々が意見を交換する

場が生まれ、また、一般の人々がもつステレオタイプな科学（者）

観も知っていただけたと思う。講師としても、海洋科学を専門とす

る人々が、これらの科学の記述のどんな点に疑問を感じるのか、ど

のように議論を進行すれば、参加者同士の議論が白熱し深まるのか

について再考するヒントをいただいた。

今後、開催の時期や形式などを検討しながら、参加者の皆さんが

学んだことをもとに「自らの専門分野について一般の人たちに伝え

る」アクティビティやプログラムをデザインできるようなワーク

ショップを作っていきたいと考えている。

� （都築章子、海の自然史研究所）

３．おわりに
開催日の 3 月 21 日午後には他に 5 件のシンポジウムが同時に開

催されたこともあって、参加者は目標の 20 名に達しなかった。終

了後に行なったアンケートでは、内容についての高い評価やいくつ

かの助言とともに、望ましい開催時期として、シンポジウム件数の

少ない秋季大会時、春・秋季大会の前後 3 日、夏季研修、海洋若

手会開催時、7 月の教員採用試験前などの意見が寄せられた。これ

らの意見を参考に、より多くの会員の参加を目指して、今後も継続

して開催することを検討している。

最後に、従来の大会で開催したことのない形式で本体験ワーク

ショップを開催するに当たり、会場の手配・設営その他について多

大なご助力を頂いた日本海洋学会 2013 年度春季大会実行委員会の

関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。

参考ウェブサイト（教育問題研究会）：

http://coast14.ees.hokudai.ac.jp/osj/COSIA/event201303.htm

An International Time-Series Methods Workshop が、2012 年 11

月 28 日から 30 日まで、大西洋バミューダ諸島のバミューダ海洋科

学研究所にて、ユネスコ政府間海洋学委員会の International Ocean 

Carbon Coordination Project （IOCCP）や米国の研究プロジェクト

Ocean Carbon and Biogeochemistry（OCB）などの共催で開催された。

海洋の定点や定線で時系列観測を行うことは、海洋の炭素フラッ

クスや物質循環プロセスを明らかにし、その人間活動や気候変化と

の関わりを理解する上で、とても有益である。その観測頻度や観測

項目・手法はさまざまだが、近年、多くの機関が、外洋域や沿岸域

で海洋物質循環の時系列観測に取り組んでいる。ワークショップの

目的は、こうした時系列観測の情報収集を通じてネットワーク化を

図ること、そして主に中南米諸国を対象に、海洋時系列観測の能力

育成を進めることである。ワークショップには、海洋物質循環の時

系列観測に関わる 25 か国の研究者・技術者など 53 名が参加し、

時系列観測の意義や実践に関する基調講演のほか、観測の頻度・観

測項目・観測手法に関する情報交換や観測手法の向上に関する実践

的なグループ討議と全体会議が行われた。また、参加した世界の

25 点（線）の時系列観測を互いに紹介しあうポスターセッション

が行われたほか、会議の合間には、バミューダ海洋科学研究所の実

験室や観測船 Atlantic Explorer（乗組員 12 名、研究者 20 名、総

トン数約 1,200 トン。ブリッヂと後部操舵室が背中合わせで、操

舵と CTD オペレーションが隣り合わせの構造等が特徴的）を見学

する機会も設けられ、名高い Bermuda Atlantic Time-Series （BATS）

の観測現場の雰囲気を実感することもできた。

基調講演は、R. Wanninkhof （NOAA/AOML, アメリカ）、R. Lampitt 

（NOC, イ ギ リ ス ）、V. Luts （INIDEP, ア ル ゼ ン チ ン ）、K. Johnson 

（MBARI, アメリカ）、M. Lomas （BIOS, バミューダ）、A. Körtzinger （Kiel 

Univ/GEOMAR, ドイツ）、C. Chandler（WHOI/OCB-DMO, アメリカ）

の 各 氏 が 行 っ た。R. Wanninkhof 氏 は、GEOSECS, WOCE, JGOFS, 

CO2/CLIVAR Repeat Hydrography といった国際的なプロジェクト観

測を通じて明らかになってきた海洋の基本的な物質分布の概要と、

海洋への二酸化炭素蓄積の実態を報告した。R. Lampitt 氏は、欧州

連合のチームが、観測船、係留系、アルゴフロート、水中グライダー、

人工衛星といった観測手法を駆使して、北大西洋・地中海の 26 観

体験ワークショップ開始直後の会場の様子

情 報 ④

An International Time-Series Methods Workshop の報告	
気象研究所 石井雅男／気象庁地球環境・海洋部 高谷祐介／海洋研究開発機構 本多牧生
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測点で行ってきた時系列定点観測 EUROSITE や、北大西洋で 60 年

以上にわたって実施されてきた Continuous Plankton Recorder の

観測を紹介し、時系列観測を長期に亘って継続することの重要性

と、観測データのトレーサビリティーを確保することの重要性を強

調した。V. Luts 氏は、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビ

ア、エクアドル、メキシコ、ペルー、ベネズエラの南米８か国に、

米国とカナダを加えた 10 か国・16 か所の研究機関が構築した観

測定点 CARIACO, EPEA、COPAS などの南半球時系列観測ネットワー

ク ANTARES を紹介した。日本財団からも援助を受けており、観測

能力の育成にも努めているとのことである。また、高額な装置が購

入できないことや、税関の問題で CTD を米国に返送して検定する

ことが難しいといった問題についても紹介した。K. Johnson 氏は、

海洋の物質循環で注目すべき変化として、海洋酸性化と貧酸素化を

挙げ、その実態把握と原因究明の重要性を指摘するとともに、測定

方法と測定精度の歴史的な変化や、標準物質の使用やデータの相互

比較の重要性を強調した。M. Lomas 氏は、BATS の長期に亘る現

場観測と衛星データの解析から、基礎生産力の低下、水温上昇と塩

分低下、植物プランクトン相の変化、f-ratio の変化などについて紹

上記 Workshop が 2013 年 4 月 23 − 25 日、中国・杭州の柳鶯

ホテルで、10 か国から約 230 名の参加者を得て開催された。この

Workshop は 1981 年筑波で第 1 回が開催されて以来、日本・韓国・

中国・台湾の持ち回りで 2 年ごとに開催されてきた。

23 日 午 前 は 5 つ の 基 調 講 演； 1) C.Chen et al. (USA) Observed 

and modeling assessments of the March 11, 2011 Tohoku M7.9 

earthquake-induced tsunami, coastal inundation and initial 

spread of Cs-137 along the Japanese coast, 2) B.Qiu and S.Chen 

(USA) Concurrent decadal mesocale eddy modulations in the 

Northwestern Pacific subtropical gyre, 3) D.Chen (China) Recent 

advances in ENSO research: its classification and genesis, 4) T.Qu 

(USA) The South China Sea throughflow, 5) T.Yanagi (Japan) 

Dynamics of eutrophication and oligotrophication、が行われた。続

く午後の第 1 セッション “Western North Pacific Circulation Variability 

and Interaction with PAMS” では 5 件、第 2 セッション “Hydrology, 

介し（ただし統計的有意性について疑問は残る）、観測データから

人類活動の影響による変化を検出するには、数十年にわたって時系

列観測を継続することが重要だと主張した。また係留系による時系

列観測によって、ハリケーン通過などのイベント時に、海洋が短期

にどう変化したかといった観測も可能となったことを紹介した。A. 

Körtzinger 氏は、アルゴフロート搭載型の CO2/O2 センサーの開発

と、大西洋 Cape Verde の観測定点における試験観測について報告

した。これまでに低気圧性渦の通過に伴う湧昇流と、それに伴う植

物色素、pCO2、O2 の変化などを観測している。化学センサーを搭

載した自動観測は、船舶観測が困難な海域・時期の観測のほか、こ

うしたメソスケール以下の現象を解明する上でとても重要なツール

となる。最後に C. Chandler 氏は、OCB の Data Management Office

の活動内容を紹介した。OCB の DMO では、観測データのほかに、

クルーズログ、採水表、クルーズレポートも収集して公開しており、

中でもメタデータの存在は測定値の価値を高めることから、メタ

データの作成と充実を呼びかけた。

ワークショップの中で多くの時間を割いた観測の実践に纏わる討議

では、各層採水における採水手順、航走連続観測の方法、沈降粒子の

観測手法や、炭酸系パラメーター、栄養塩類、溶存酸素、有機物、植

物色素、基礎生産の測定方法について議論し、“Best” や “Acceptable”

な観測手法を提案した。栄養塩類測定の討議では、環境総合テクノス

製の参照物質の使用が推奨され、全炭酸測定では、老朽化してメンテ

ナンスが困難になっている UIC 社製 5011 型の電量滴定装置と、同社

の新機種や日本アンス製の装置との相互比較が提案された。討議内

容の詳細については、ワークショップのウェブサイト（http://www.

whoi.edu/website/TS-workshop/home）から、時系列観測点の情報や

ポスターなどとともに公開されるレポートを読んで頂きたい。

次の開催時期や場所はまだ決まっていないが、このワークショップ

は今後も開催される見込みである。西太平洋域では、時系列観測の情

報がまだよく網羅されていない。リストに載っていない物質循環の時

系列観測についてご存知の方は、ぜひ情報をお寄せいただきたい。

Biogeochemistry in the Changjiang Estuary and its Adjacent Sea” では

5件、第3セッション“Dynamics of Muddy Coasts and Estuaries”では3件、

第 4 セッション “Dynamics processes of the South China Sea circulation”

では 5 件、の発表が行われた。

24 日午前は二つの会場に分かれて、第 1 会場の第 5 セッション

“Typhoon-Ocean Interactions in the Western North Pacific Ocean” では

5 件、 第 6 セッション “Ocean Acoustics Tomography Study in PAMS”

では 5 件、第 7 セッション “Physical forcing on marine biogeochemical 

processes and ecosystems in PAMS”では5件、第 2 会場の 第 8 セッショ

ン “Biogeochemistry and ecosystem in PAMS; Interdisciplinary studies in 

the East China Sea” では 10 件、の発表が行われた。午後は再びひと

つの会場に戻って、第 9 セッション “Ocean circulation in the tropical 

western Pacific and eastern Indian Oceans and its interactions with 

ambient current systems” では 5 件、 第 10 セッション “Modeling and 

data assimilation in the Northwestern Pacific Marginal Seas” では 5 件、

情 報 ⑤

17th PAMS(Pacific-Asian Marginal Seas) 報告	
九州大学・応用力学研究所　柳哲雄

ワークショップの参加者
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の発表が行われた。

25 日 午 前 の 第 11 セ ッ シ ョ ン “Effects of surface waves in lower 

atmospheric and upper ocean related PAMS” では 5 件、第 12 セッショ

ン “Dynamical processes of cross-shelf exchange” で は 5 件、 第 13

セッション “Carbon biogeochemistry from satellite and linkages with 

global change” では 4 件、の発表が行われ、午後の第 14 セッショ

ン “Progress on internal waves research in Asian waters: from remote 

sensing, in situ monitoring to numerical modeling”では5件、第15セッ

シ ョ ン “Biogeochemistry and ecosystem in PAMS: Interdisciplinary 

studies in the East China Sea” では 2 件、の発表が行われた。　

今回の PAMS は地元ということもあって、中国からの参加者（特

に若手）が 6 割以上を占めたが、アメリカ・カナダ・オーストラ

リア・イギリス・日本在住の中国人海洋学者の元気さが目立った。

また海外から帰国して中国の大学教員になった著名な中国人研究者

も幾人か居て、彼らの中国人の教え子達がしっかりとした発表をし

ているのが注目された。それに対して、かつての PAMS では過半

数を占めた日本人参加者は今回 1 割に満たず、かつ年配者が多かっ

たのには暗澹たる思いにさせられた。

PAMS も世代交代の時期を迎え、24 日に開催された SSC では

Chairman が K.Kim（Korea）から D,Chen(China) に交代し、日本の

SSC メンバーも柳から広瀬教授（九大・応力研）に交代した。な

お、この SSC で、2015 年の 18th PAMS は沖縄で開催されること

が決まった。また今回の Workshop の Proceedigs は JGR-Ocean の

Special Section として発行される予定である。

JOS NEWS LETTER No.2 Vol.4 にお知らせを掲載しましたが、

2013 年 3 月 22 日に日本海洋学会教育問題研究会と海洋若手会の

共催のもと、ナイトセッション「日本の海洋学における人材育成と

ポスドク問題について」を開催しました（プログラムについては

No.2 Vol.4 または教育問題研究会ホームページのナイトセッション

コーナー http://coast14.ees.hokudai.ac.jp/osj/OTP/event_201303.

html をご参照ください）。当日は、日本海洋学会評議員会と予定が

重なりましたが、約 80 名の参加があり、会員の皆様のご関心が高

いことが伺われました。このナイトセッションに先立ち、海洋若手

会の協力のもと、大学院博士課程への進学者数、就職先、大学院の

教育内容、大学院生の意識等に関するアンケート調査を実施しまし

た。本報告では、このアンケート調査の結果と、ナイトセッション

当日の発表内容について、その概要を報告します。なお、各講演の

発表ファイルや関連資料などは、上記ホームページでご覧になれま

すのでご参照ください。

１．アンケート調査の結果
アンケートの内容は大きく 2 つに分かれます。調査 1 は、日本

の海洋関係の大学院博士課程に進学する学生数とその後の就職先の

実態を把握するもので、各大学の教員の方々にアンケートにご協力

頂きました。調査 2 は、海洋若手会の方々にご協力頂き、大学院

の教育内容、現在の境遇、将来に対する意識について調査しました。

調査 1 は、当初、海洋若手会経由でアンケートの協力を依頼し

ましたが、個人情報なども含まれるため、大学教員の方に直接アン

ケートにお答えして頂く方式に変更しました。このため、回答数が

限定されている点が大きな問題として残りました。合計で 8 大学

（北海道大学、東北大学、東京大学、東京海洋大学、東海大学、名

古屋大学、京都大学、熊本大学）、12 人の大学教員からご回答頂き

ました。1992 年以降の状況についてわかる範囲での回答をお願い

したため、研究室が 1992 年以前に開設されていても 1992 年以降

の情報をすべて集計することはできず、回答毎に記入開始年度が違

います。また、1992 年以降に開設された研究室においても、開設

時からの情報が収集できているわけではありません。このため、相

対的な傾向しか議論できない問題があることにご注意ください。

例えば、1992 年以降の学生数の推移を回答して頂けたのは 5 回答

だけでしたが、その結果をみると、1996 年以降学部生が減少し、

2 年遅れて修士課程の学生が減少し、さらに 3 年後に博士課程の

学生が極大を迎え、その後減少しています（図 1a）。これに対し、

2002 年以降の記入がある 10 回答について集計すると（図 1b）、

2002 年以降の傾向が必ずしも図 1a と一致しません。回答数が多

いほど信頼度が高いと仮定し、各年代の傾向をつなげてみた結果、

学部生は 1996 年～ 2002 年で減少しているものの、その後は下げ

止まりの傾向にありました。修士課程の学生は、1998 年に極大（学

部生の 2 年後）を迎えた後、2000 年まで減少し、その後は安定し

ていました。博士課程の学生は、1995 年以降急増し、1999 年付

近に極大を迎え、その後 2010 年付近まで減少して、現在は大学院

重点化以前の規模に戻り、落ち着いていました。

就職先については、学部卒者は海洋関係以外の就職が主体となっ

情 報 ⑥

ナイトセッション『人材育成とポスドク問題』について開催報告（その１）	
コンビーナー　伊藤進一・井上龍一郎・吉江直樹・森岡優志

図 1a．学生数の推移について 1992 年から回答があった 5 回答の集計。

図 1b．学生数の推移について 2002 年から回答があった 10 回答の集計。
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ているのに対し、修士卒者は 1/4 が海洋関係に就職しています。修

士卒者については、幅広い分野への就職がみられましたが、博士卒

者になると状況が異なり、71% が研究職（今回の調査では就職先で

のポストがポスドクなのかどうか明記されていない場合が多く正確

な値ではありませんが、このうち 13% がポスドク継続中でした）に

就いていました（図 2）。これらの特徴は、米国の海洋関連の卒業生

の調査結果と似ています（Schoedinger and Gordon, 2002; Brix et al., 

2003）。一方、今回の調査では、博士卒者の海洋関係民間企業への就

職が極端に少ない状況にありました。また、今回のアンケートでは、

ポスドクに関する資料を十分に集めることができませんでした。

調査 2 には、海洋若手会 82 名の方に回答して頂きましたが、ポス

ドクがほとんど含まれておりません（図 3a）。したがって、今回は主

に学部生、大学院生の意識調査結果となります。また、女性は1/4弱（図

3b）、配偶者および子供を有する回答者は 5% 前後でした。授業に対

する感想は、学部も大学院も半数以上が魅力的と回答していますが、

大学院での満足度が相対的に低い状況にありました（図 3c,d）。

修士および博士課程の研究活動には、どちらも半数以上が満足と

回答していますが、博士課程の学生の満足度が相対的に低い状況に

ありました（図 4a）。博士課程への進学希望者は全体の 1/4 を下回り、

未定と回答したものには将来への不安を訴える意見が多数みられま

した（図 4b）。研究者を希望する博士課程の学生は、6 割弱である

のに対し（図 4c）、キャリアパス支援などの就職支援制度が充実し

ていると感じる学生が 2 割に満たない状況にありました（図 4d）。

そのほか、奨学金については、学部および修士課程の際に利用さ

れた方が 5 割強、博士課程においては 7 割が利用していました。

経済状況については、学部で 3 割、修士および博士課程で 4 割強

の学生が厳しいと回答しています。

現在の人生についての感想は、学部、修士課程、博士課程と進む

に従い、楽しいという回答が減少する傾向にありました（図 5a）。

将来の人生については、学部と修士課程の間に差異がありましたが、

修士と博士課程の学生の間には大きな差はなく、どちらも不安の回

答が半数を超えていました（図 5b）。不安と答えた回答者の多くは、

将来の就職に対する不安を抱えていました。一方、将来の人生に希

望があると答えた回答者は、不安もあるが海洋学そのものへの希望

を抱いておりました。

海洋学を専攻したことに対する満足度は、学部、修士、博士課程

の間で差はなく、7 割前後が満足していました（図 6a）。満足する

理由には、海洋学が扱う現象の面白さが数多く述べられていました。

一方、満足しない理由には、社会生活との関係が薄いことがあげら

れていました。また、後悔している回答者は、就職に有利でないこ

とを理由にあげていました。ポスドク問題については、学部生の多

くがわからないと回答し、大学院生でも 4 割強がわからないと回

答しています（図 6b）。修士課程に進学するとポスドク問題に直面

する様子が伺えます。

図 2．�学部卒者（BC）、修士卒者（MC）、博士卒者（DC）、ポスド
ク（PD）の就職先。

図 3．�a）回答者の種別構成、b）回答者の性別構成、c）学部およ
び d）大学院の授業の感想。

図 4．�a）研究活動への満足度、b）博士課程への進学希望、
　        c）研究職への希望、d）キャリアパス支援状況。

図 5．a) 現在と b) 将来の人生についての感想。
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養成の現状と今後の展望について」ご講演頂き、北海道大学での現

状を紹介して頂きました。また、労働契約法が改定されたことに関

する雇止め等への危機感、海洋学を研究した人材が社会の広い分野

で活躍できるような環境づくりの重要性について述べました。

松山優治会員（東京海洋大）には、「博士課程修了者のキャリア

多様化についての大学の取り組み」として、東京海洋大学が進め

ている「海洋関連人材キャリアパス開発プログラム」（http://www.

kaiyodaicareer.com/）についてご紹介頂きました。大変先進的な試み

で、海洋関係の民間企業への長期インターンシップなども支援して

おり、他大学大学院出身者でも応募可能であることが紹介されました。

井上龍一郎会員（海洋研究開発機構）と平田貴文会員（北大院地

球環境）には、「海外と日本での人材育成の比較」についてご講演

頂きました。井上会員は、Garret 博士とのやり取りを紹介し、高齢

者と若手研究者の対立は健全な学会の発展につながらないことを述

べました。また、ワシントン大学での技官の活躍ぶりを紹介し、技

術者の重要性を述べました。平田会員は、ポスドク問題の解決策は

ポストを増やすことしかないことを強調しました。その例として、

英国のプリマス海洋研究所において、研究者を研究所の財産として

認識し、全員を無期雇用したことが紹介されました。この場合、外

部資金が必要不可欠となるため、外部資金調達を担う研究代表者の

重要性を主張しました。

３．総合討論
見延庄士郎会員から、気象学会の SySPDMet（Supporting System 

for Postdoc Researchers in Meteorology）のようなポスドク支援シ

ステムを海洋学会で立ち上げるのがよい、というご提案を頂きまし

た。これについては、海洋学会で立ち上げるのか、JpGU 等と共同

で立ち上げるのか、今後検討していく必要があります。

渡辺豊会員から、ポスドク問題に関心のある若手や学会関係者の

みでこの問題を議論するのではなく、学会評議員、ポスドクの受け

皿の数を左右できるような文部科学省官僚、各研究機関の上層部の

方々にも参加してもらい、現状を把握してもらうべきである、とご

意見を頂きました。これに関しては、再度、秋季大会時にシンポジ

ウムを予定していますので、検討したいと考えています。

仁科慧会員から、今回のアンケート結果から若手は現状にかなり

楽観的であるという印象を受けたが、実際にはそれほど楽観的では

ないことを感じてほしい、とご意見を頂きました。確かに、アンケー

トでは海洋学は興味深く、海洋学を専攻したことに対する後悔はな

いが、海洋学で既にほとんどのことがわかっていて、自分の出番が

ないと回答している方も多くいました。

今回のアンケート調査は、回答された大学の数が不十分であり、

また、ポスドクの意見を反映できなかったことが大きな問題です。

秋のシンポジウムに向けて、再調査を行いたいと考えていますので、

皆様のご協力をお願いします。また、今回のアンケートからキャリ

アパス支援制度などについて、大学院生にあまり情報が伝わってい

ないことが浮き彫りになりました。次号の JOS NEWS LETTER にて、

松山会員に東京海洋大学でのキャリアパス支援事業について詳しく

説明して頂く予定です。同時に、今回のナイトセッションで、民間

企業から話題提供して頂いた森会員と竹内会員にも、民間企業で必

要とする人材、博士取得者への期待やその役割について説明して頂

く予定です。コンビーナーの事前検討においても、1) 日本におけ

る理想的な大学院教育を検討する場（ワークショップ等）の創設、2) 

アンケート結果すべてを限られた紙面でまとめることは困難です

が、集計して感じたことは、1) 博士課程進学者が大学院重点化以前

の規模に戻り安定している、2) 大学院の授業について検討する価値

がある、3) 海洋関係の民間会社への博士取得者の就職が少ない、4) 

様々なキャリアパス支援があるにもかかわらず博士課程の学生には

周知されていない、5) 学生の多くは悲観的ではないが将来に不安を

抱えている、という点です。アンケート調査では、ポスドク問題の

原因と解決策などについても記述回答をお願いしました。研究者を

それほど大量生産する必要はなく、より多くの分野に適正な数だけ

優秀な人材を輩出すべきである、との意見が多数ありました。

２．講演内容
「ポスドクからみた現状認識」として、森岡優志会員（JSPS 特別

研究員）と安中さやか会員（国立環境研）にご講演頂きました。森

岡会員は自身の就職活動に触れ、博士論文執筆と同時に就職活動を

する辛さや、研究員の公募および審査結果掲示の時期が明確でない

ことへの混乱について述べました。また、日本学術振興会特別研究

員特有の問題などについても触れ、ポスドク問題への若手研究者の

積極的な意見を喚起しました。安中会員は、男女共同参画学協会連

絡会や日本気象学会・日本学術会議地球惑星科学委員会国際大気科

学協会（IAMAS）小委員会が実施したアンケート結果を紹介し、ポ

スドク制度は研究組織の活性化等、利点も少なからずあるものの、

その後のポストの少なさから、将来設計を立てづらく、晩婚化・少

子化を招いているとまとめました。また、解決策として、すべての

職の年齢制限を撤廃する、研究費をなるべく人件費に回し任期付研

究員の待遇を向上させるという具体策を示されました。

次に、森康輔会員（JFE アドバンテック） と竹内一浩会員（いであ）

に「民間企業で必要な人材、民間企業での博士取得者の役割」につ

いてご講演頂きました。森会員は、技術立国として資源の乏しい日

本が成長するには人材や科学技術が生命線であり、大学や研究所の

みではなく、民間企業においても多くの博士取得者が活躍すること

が技術力の底上げに重要であることを述べました。竹内会員は、高

度な技術を持っている技術者として顧客の課題を解決することが博

士取得者に求められていることを述べ、若手研究者に理学・工学と

いった学問分野に拘らず行政・社会問題への対応を通して社会貢献

できる海洋の専門家になる道もあることを主張されました。

三寺史夫会員（北大院地球環境）には、「大学院における研究者

図 6．a) 海洋学を専攻したことおよび b) ポスドク問題への感想。
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博士課程で研究期間への研修プログラム、3) 博士課程での海洋関

連民間会社への研修プログラム、4) JPGU 等で実施されているキャ

リアパス支援プロジェクトの海洋学会での実施、などが検討課題と

してあげられました。今後も海洋分野の人材育成について様々な角

度から検討を継続していきたいと考えています。

今回のアンケートで、博士課程進学者数が安定し、ポスドク問題

が自然解決するような印象を受けた方もいるかも知れませんが、問

題は、大学院重点化初期に博士号を取得しポスドクになった世代が

未だにポスドクを継続せざるを得ない状況にあります。今回、ポス

ドクの回答数が少なく、その実態が明らかにならなかったことは残

念です。また、労働契約法の改正に伴い、ポスドクの雇止め問題な

ど発生する可能性があります。さらに、東日本大震災に関連した問

題に象徴されるように、急激に社会から海洋学に求める要求が肥大

化しました。その結果、研究資金が増大し、ポスドクが足りない「逆

ポスドク問題」も顕在化しつつあります。このような問題について、

皆様と情報を共有し、現状を少しでも改善できるよう、今後も活動

を続けていく所存です。皆様のご協力お願いします。

最後になりますが、アンケートにご協力頂いた大学教員の方々、

海洋若手会の皆様に感謝を述べます。また、アンケート調査 2 に

ついては、東北大学の学生の方々に一次集計して頂きました。この

場をかりて、感謝申し上げます。

参考文献
Brix, H., Hench, J.L., Johnson, H.L., Johnston, T.M.S., Polton, J.A., Roughan, 

M, and Testor, P., 2003: An international perspective on graduate 
education in physical oceanography. Oceanography, 16(3), 128-133.

Schoedinger, S., and Gordon, S., 2002: Recent statistics on US research 
and education in ocean sciences. Eos Transactions, AGU, 83(47), Fall 
Meeting Suppl., Abstract OS71E-11.

日本海洋学会に関係する学界情報の JOS ニュースレターへの掲

載が津田前副会長によって導入されました（第 2 巻 第 2 号）。今

回が 2 回目の掲載となります。ここにお届けする情報は、次の表

に示す関係組織・プログラム等のコンタクトパーソンの皆様から 4

組織・プログラム等名称 コンタクト 役　職
日本学術会議 花輪公雄

UNESCO/IOC Intergovernmental Oceanographic 
Commission 道田豊 副議長（道田豊）

SCOR Scientific Committee on Oceanic Research 田口哲 副議長（田口哲）、
日本学術会議 SCOR 分科会委員長（池田元美）

IUGG International Union of Geodesy and 
Geophysics 日比谷紀之 日本学術会議 地球惑星科学委員会 IUGG 分科会 IAPSO 小委

員会幹事（委員長代理）（日比谷紀之）

IAPSO International Association for the Physical 
Sciences of the Ocean 日比谷紀之 Executive Committee Member（日比谷紀之）

AOGS Asia Oceania Geosciences Society 日比谷紀之 Ocean Sciences Section  President （日比谷紀之）
IGBP International Geosphere-Biosphere Program 植松光夫 Scientific Committee member （植松光夫）
SOLAS Surface Ocean Lower Atmosphere Study 野尻幸宏 SSC（野尻幸宏）

IMBER Integrates Marine Biogeochemistry and 
Ecosystem Study 小川浩史 SSC（小川浩史）

LOICZ Land Ocean Interactions in the Coastal Zone 山室真澄 SSC（山室真澄）

GEOTRACES International Study of Marine Biogeochemical 
Cycles of Trance Elements and their Isotopes 宗林由樹 SSC（宗林由樹）

GODAE OceanView Global Ocean Data Assimilation Experiment 
OceanView 蒲地政文 SST （蒲地政文、倉賀野連）

PICES North Pacific Marine Science Organization 齊藤宏明 Committee chair（杉崎宏哉、齋藤宏明、鈴木亨、津田敦）
Argo 須賀利雄 Steering Team Executive Member（須賀利雄）

GO-SHIP Global Ocean Ship-Based Hydrographic 
Investigation Program 深澤理郎 委員（深澤、石井雅男）

GEO Group on Earth Observations 深澤理郎 Monitoring and Evaluation Working Group 委員（深澤）
GEOS Global Earth Observation System of Systems 深澤理郎 Community of Practice  for Ocean Observation 委員（深澤）

GOOS Global Ocean Observing System 須賀利雄 GCOS-GOOS-WCRP Ocean Observations Panel for Climate 
（OOPC）共同議長（須賀）

CLIVAR/WGOMD Climate Variability and Predictability 辻野博之 Working Group on Ocean Model Development 委員（辻野）
CLIVAR/GSOP Climate Variability and Predictability 淡路敏之 Global Synthesis and Observations Panel 委員（淡路）

IOCCP The International Ocean Carbon Coordination 
Project 石井雅男、青山道夫 Scientific Steering Group member　（石井：海洋内部データ

同化；青山：栄養塩）

JCOMM/ETOOFS

The Joint WMO-IOC Technical Commission 
for Oceanography and Marine Meteorology/ 
Expert Team on Operational Ocean Forecast 
Systems

石崎士郎 委員（石崎）

JCOMM /ETMC JCCOMM／ Expert Team on Marine 
Climatology 星本みずほ 委員（星本）

JCOMM /ETWS JCCOMM/ Expert Team on Wind Waves and 
Storm Surges 高野洋雄 委員（高野）

GHRSST Group for High-Resolution Sea Surface 
Temperature 石崎士郎 Science Team Member（石崎、川村）

NEAR-GOOS North-East Asian Regional GOOS 中野俊也

情 報 ⑦

学会関連情報	
副会長　須賀利雄
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月末までにお寄せいただいたものです。海洋学会員の活動は国内外

の多くの組織・プログラムとの密接な関係の中で展開されており、

関連情報の迅速な共有の必要性は極めて高いと認識しております。

来年春からは、春秋の大会直前のニュースレターに情報を掲載し、

評議員会、総会ではそのハイライトを口頭で報告する予定です。今

後とも情報収集へのご協力をお願い申し上げます。合わせまして、

情報の項目や提供方法に関するご意見等ございましたら、ぜひお知

らせください。

今回の特記事項として、新体制に移行中の CLIVAR の動向につい

て辻野会員から情報をお寄せいただいています。また、SGONS（Joint 

IOC-ICES Study Group on Nutrient Standards）の活動は 2012 年で

終了したとのご報告を青山会員から頂いています。

１．日本学術会議
主な動向 2 点について報告する。

1） 大型計画の策定作業

日本学術会議・科学者委員会・学術の大型研究計画検討分科会は、

2010 年と 2011 年に公表した、いわゆる「大型計画のマスタープ

ラン」の改訂版である「マスタープラン 2013」を、この秋にも公

表する予定で準備を進めている。地球惑星科学委員会では、地球惑

星科学連合の協力を得て、課題の選定作業を行うこととしている。

3 月 31 日を締め切りとする公募が行われ、4 月 5・6 日にヒアリ

ングが実施された。なお、海洋学会は、外洋域を対象とした大型施

設計画と、沿岸域を対象とした大型研究計画の 2 件を申請した。

2） 地球惑星科学「参照基準」の策定作業

地球惑星科学委員会「大学教育問題分科会」では、地球惑星科学

の「参照基準」作りを行っている。参照基準とは、その学問分野に

おける学問の内容、教育到達目標、得られる力、等を示したもので、

現在、地球惑星科学を含む、約 30 の学問分野で作業が進んでいる。

（花輪公雄）

２．UNESCO/IOC 関係
道田はアジア太平洋地区から選出の副議長として、おもに津波関係

および海洋情報関係を担当している。なお、議長は韓国の Byun 博士。

2012 年 6 月 26 ～ 28 日、パリのユネスコ本部において、第 45

回 IOC 執行理事会が開催された。日本からは植松会員を団長とす

る代表団を派遣。2011 年秋のユネスコ総会におけるパレスチナの

ユネスコ加盟に伴い、アメリカとイスラエルがユネスコに対する

拠出金支出を停止する事態となっており、ユネスコ及びその下部

組織である IOC は極めて厳しい財政難に直面している。そのよう

な中、2013 年 1 月から 2 年間の予定で、海洋研究開発機構の宮木

氏が IOC 事務局に派遣された。2013 年 6 月 26 日～ 7 月 5 日、第

27 回 IOC 総会がパリで開催される。我が国からは植松会長を団長

とする代表を派遣の予定。IOC の地域委員会である WESTPAC は、

その助言グループの改選を行い、日本からは安藤健太郎会員がメン

バーとなった。2014 年は WESTPAC25 周年の節目の年にあたり、

年の前半に WESTPAC 科学シンポジウムがベトナム・ニャチャンで

開催される予定。� （道田豊）

３．IAPSO 関係
2013 年 7 月 22 日〜 7 月 26 日に スウェーデンのヨーテボリに

おいて IAHS-IAPSO-IASPEI-Joint Assembly が開催される。発表要

旨の投稿は すでに 2013 年 2 月 4 日に締め切られ、現在、セッショ

ンプログラムの確定に向けて作業が進められている。また、2013

年 度 の Prince Albert I Medal の 受 賞 者 が Columbia 大 学 Lamont 

Doherty Earth Observatory の Arnold Gordon 教授に決定し、この 

IAHS-IAPSO-IASPEI-Joint Assembly において授賞式と記念講演が執

り行われる予定である。

ま た、2017 年 に IAGA-IAMAS-IAPSO-Joint Assembly の 形 で の

開催が決定された。開催地に関しては、2015 年のプラハにおける 

IUGG 総会の会期中に決定される予定となっている。�（日比谷紀之）

４．AOGS 関係
2013 年 6 月 24 日〜 28 日にオーストラリアのブリスベーンで 第

10 回目のアジア・オセアニア地球科学学会 （Asia Oceania Geosciences 

Society: 略称 AOGS）が開催される。これは 10 回目にして初めての南

半球での開催となる。従来の 6 研究分野、すなわち、 Ocean Sciences, 

Atmospheric Sciences、Hydrological Sciences、Planetary Sciences、

Solar & Terrestrial Sciences、Solid Earth Sciences に加えて、今回から 

Biogeosciences と Interdisciplinary Geosciences が加わり、合計 8 研

究分野で、合計 126 のセッションが設けられている。特に、Ocean 

Sciences の研究分野でのセッション数は 13 となっている。

また、来年 2014 年の AOGS は、7 月 28 日〜 8 月 1 日の予定で

札幌において開催されることが決定している。日本地球惑星科学連

合（JpGU）がセッションプログラムの編成作業など、我が国初の AOGS

開催に協力する形で打ち合わせが進められている。� （日比谷紀之）

５．IGBP の最近の動向
1987 年に立ち上げられた地球圏－生物圏国際協同研究計画

（IGBP）は、2015 年 12 月にその活動を終えることになった。その

成果を “Anthropocene” をキーワードに統合論文集を刊行し、2015

年の米国 AGU サンフランシスコミーティングで大々的な最終セッ

ションを企画する事にまとまりつつある。8 つのコアプロジェクト

のうち、海洋と関わる IMBER、SOLAS, LOICZ, IGAC のコアプロジェ

クトは、各々が 2013 年から立ち上がる Future Earth に参画する準

備を進めている。コアプロジェクトによっては、プロジェクト名を

変更して、新たな体制で臨むことも検討しているようだ。　

Future Earth には、IGBP、IHDP （International Human Dimensions:

地球環境変化の人間的側面に関する国際研究計画）と DIVERSITAS

（International Programme of Biodiversity Science: 生物多様性科学国

際共同研究計画）が新たに社会科学と連携した形で組込まれること

になった。これら 3 つのプログラムと WCRP を含んでいた ESSP 

（Earth System Science Partnership）は 2012 年 12 月に解散した。

Future Earth に対しては、わが国において日本学術会議が国内委員

会を立ち上げ、安成哲三総合地球環境学研究所が中心となり対応し

ていく予定である。� （植松光夫）

６．IMBER 関係
IMBER（Integrated Marine Biogeochemistry and Ecosystem 

Research: 海洋生物地球化学・生態系統合研究）は、IGBP と SCOR

が共同で後援している分野横断的な国際研究活動で、海洋生物地球

化学的循環と生態系の相互作用が気候変動に与える影響、およびそ

のフィードバック機構について理解を深めることを目的としてい

る。最近の国際的な活動としては、2012 年 6 月にメキシコ・ラパ

スで SSC（Science Steering Committee）が開催され、日本からは小
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川が参加した。なお、3 日間行われた SSC のうち、1 日は CLIVER の

SSG との合同で行い、物理と化学・生物との共同研究の今後の展開

について話し合われた。一方、2013 年 1 月には、主として IMBER

関係者によるScience Conference （IMBIZO）の第3回目の大会（IMBIZO 

III）が、インド・ゴアで開催された。今後の活動としては、2013 年

の SSC がスペイン・カナリア諸島で 6 月に開催、日本からは小川が

参加の予定である。また、アジアの Regional Program である「CJK（中

日韓）のワークショップ」が、日本がホストとなり 10 月に東京で開

催される予定である。さらに 2014 年 6 月には、IMBER 発足以来、

初めての Open Science Conference が、ノルウェー・ベルゲンで開催

されることが決まっている。� （小川浩史）

７．GEOTRACES の活動報告
GEOTRACES は、微量元素・同位体の海洋生物地球化学循環を研

究する国際計画である。主な昨年の実績と今年の予定は以下のよう

である。国際 GEOTRACES の活動の詳細は、ホームページ（http://

www.geotraces.org/）を参照されたい。

１．2012 年 10 月、Data Management Committee および Science 

Steering Committee がインド・ゴアで開催された。日本からは

SSC メンバーとして宗林会員が参加した。DMC メンバーの張会

員はテレビ会議で参加した。

２． 国 際 GEOTRACES が 現 在 進 め て い る 最 も 重 要 な 活 動 は、

Intermediate product の作成である。2012 年 12 月、これまで

に実施された海洋断面観測のデータなどが、各国から提出され

た。現在、DMC がデータの評価を進めている。これは、海洋微

量元素分析において初めての試みであり、その成果が注目される。

Intermediate product は、2014 年春の公開予定である。

３．Goldschmidt 2012（2012 年 6 月、カナダ・モントリオール）、

American Geophysical Union Fall 2012 Meeting（2012 年 12 月、米国・

サンフランシスコ）などで関連セッションが開かれた。日本では、

地球化学会年会（2012 年 9 月）で関連セッションを開いた。

４．GEOTRACES Japan は、2012 年 8 月〜 10 月白鳳丸 KH-12-4

航海において、亜寒帯北太平洋北緯47度線の東西断面観測を行っ

た。荒天のため東部では十分な観測ができなかったので、再観測

が必要である。

５．日本学術会議地球惑星科学委員会 SCOR 分科会 GEOTRACES 小

委員会が 2013 年 3 月に開催され、GEOTRACES Japan の今後の

活動が議論された。� （宗林由樹）

８．GODAE OceanView の活動
GODAE OceanView は GODAE（全球海洋データ同化実験）計画の第

2 期の計画である。1 期で海況予測の現業的な運用を各国の現業機

関が開始したことを受けて、現業での海洋データ同化の発展に寄与

する 5 つのタスクチーム（沿岸、観測評価、生態系、比較検証、局

所大気海洋相互作用）を結成し、国際的な海洋データ同化研究を推進

している。また、JCOMM/ET-OOFS（別項目参照）と協力して、海洋

情報のサービスのあり方についての研究の国際的な推進を行なって

いる。毎年国際科学運営委員会 GOVST を開催し、現業のための海

洋データ同化技術とサービスのあり方に関する今後の方向性・国際

協力について議論している。2012 年 11 月にリオデジャネイロで開

催した。また、2013 年 11 月 4 ～ 6 日に NOAA/NCWCP （米国ワシ

ントン DC）にて GODAE OceanView Symposium 2013 “International 

Operational Oceanography” を開催する。� （蒲地政文、倉賀野連）

９．PICES 関係
PICES は現在大西洋、ヨーロッパを主体とした ICES との連携を

強めており、特に太平洋と大西洋の比較研究を活発にするための

様々な活動を開始しています。新たなワーキンググループが双方の

機関に設立され、また、今年の 5 月にはサンクトペテルブルグで

合同シンポジウムが開催されます。

また PICES の統合プロジェクトである FUTURE は 2014 年 4 月

に OSM をハワイ島にて開催します。FUTURE は PICES における

10 年間のプロジェクトであり、来年は 5 年目を迎えます。OSM の

タイトルは “What is the future of the North Pacific given current 

and expected pressures?” です。� （齊藤宏明）

10．GOOS の動向
UNESCO/IOC、WMO（世界気象機関）、UNEP（国連環境計画）、

SCOR の後援により、全球海洋の持続的観測システムの構築を目指

して 1991 年から活動してきた GOOS は、2009 年に開催された

OceanObs’09 での合意に基づいて提案された学際的な全球海洋観

測網の構築を進めるための枠組みを取り入れて、再編されつつあ

る。分野横断的な観測システムの構築のための「共通言語」とし

て、essential ocean variables（EOVs）という概念を導入し、GOOS 

Steering Committee（GSC）が GOOS 全体を統括する。GSC の下に

置かれる物理、化学、生物の各分野の観測パネルが、観測システ

ムコンポーネントの構築・維持の推進、調整等を担う。気候のた

めの海洋観測の構築・維持をサポートするために GOOS、GCOS、

WCRP の後援により活動してきた OOPC を物理観測パネルとし、

炭素循環のモニタリング・研究のための観測の調整を担ってきた

IOCCP を発展させて化学観測パネルとして、生物・生態系を含む沿

岸域の観測網の構築について議論してきた PICO をベースに生物観測

パネルを構成する方向で調整が進められている。2013 年 3 月 25 ～

27 日に中国・青島で開催された GSC 第 2 回会合では、これらの動き

を加速するための議論が行われ、NEAR-GOOS を含む GOOS Regional 

Alliance の役割等についても議論された。� （須賀利雄）

11．Argo
プロファイリングフロートによる水温・塩分の全球海洋観測網

Argo（アルゴ）の稼働フロート数は 2013 年 2 月現在 3,568 台で、

米国、オーストラリア、フランス、日本をはじめとする 30 カ国と

EU が参加している。2012 年 11 月には、これまでに得られたプロ

ファイル数が 100 万点に達した。19 世紀の英国チャレンジャー号

による近代海洋観測開始以来蓄積された、船舶によって得られた

1,000m 以深までの水温・塩分プロファイル総数（約 50 万点）を

わずか 10 年あまりで凌駕したことになる。このような実績を背景

に、2012 年 9 月 27 ～ 29 日にイタリア・ベニスで開催された第

4 回 Argo 科学ワークショップにおいて、Argo の高緯度、縁辺海、

深層などへの拡張や西岸境界域での観測網強化に関する討論会が行

われた。また、2012 年 11 月 12・13 日にインド・ハイデラバー

ドで Bio-Argo ワークショップが開催され、生物・生物地球化学パ

ラメータ版の Argo の構築を目指すグループが Argo データ管理チー

ムと情報交換・討論を行った。2013 年 3 月 18 ～ 21 日にニュー

ジーランド・ウェリントンで開催された Argo Steering Team の第
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14 回会合では、上記会合での議論等も踏まえ、「南北 60 度より低

緯度の縁辺海を除く水深 2000m 以上の海域において緯度経度 3 度

ごと、かつ 10 日ごとに 1 つの水温・塩分プロファイル（海面から

2,000dbar まで）を得る」という従来のミッションをオリジナル

Argo と再定義し、高緯度・縁辺海への拡張や西岸境界域・赤道域

での観測網強化などの各ミッションについての検討に着手した。こ

れらの拡張・強化を含む Argo 全体をグローバル Argo と呼び、今後、

他の観測システム等とも連携しながら、そのデザインをより具体的

に進めていくことになる。� （須賀利雄）

12．IOCCP の活動
IOCCP（International Ocean Carbon Coordination Project） は、

世界の多くの調査・研究機関や研究プロジェクトによって実施され

ている海洋 CO2 観測の情報交換と連携を促し、海洋 CO2 観測の発

展と成果の幅広い活用を支援することを目的としたプロジェクトで

ある。UNESCO-IOC と SCOR の後援で運営されており、現在は、ポー

ランド科学アカデミー海洋研究所に事務局がある。活動の詳細は、

ホームページ（http://www.ioccp.org/）を参照願いたい。

この一年間の特筆すべき活動としては、“International Time-

series Methods Workshop”（2012 年 11 月 28 ～ 30 日、バミューダ）

をアメリカのプロジェクト Ocean Carbon & Biogeochemistry と協

力して開催したことが挙げられる。1980 年代からハワイ近海やバ

ミューダ近海で続けられている海洋時系列観測に触発されて、近年、

海洋の物質循環変動を把握するための時系列観測が多く行われるよ

うになった。このワークショップでは、それらの観測項目や観測手

法について情報を収集するとともに、観測手法の向上について議論

し、レポートを作成している。

また、IOCCP を GOOS （Global Ocean Observing System） Framework 

of Ocean Observing の Biogeochemistry Panel へと発展させるため、

SSG メンバーに青山道夫会員を加えて、活動の対象を CO2 観測か

ら栄養塩や溶存酸素などの観測にも拡げた。さらに、SSG メンバー

に R. A. Feely （NOAA/PMEL）を加え、海洋酸性化の情報発信にも

いっそう力を入れている。� （石井雅男）

13．�CLIVAR の動向と WGOMD（海洋モデル開発ワーキンググルー
プ）の活動

CLIVAR （Climate Variability and Predictability; 気候変動とその予

測可能性）は、WCRP（World Climate Research Programme; 世界

気候研究計画）の下に設置された４つの主要プロジェクトのうち

の一つである。2013 年以降の WCRP の新体制においても CLIVAR

は継続するものの、対象は「海洋－大気部分」にある程度限定さ

れることになり（これは、他の WCRP 主要プロジェクトである、

GEWEX「陸面－大気部分」、SPARC「成層圏と対流圏」、CliC「雪

氷圏」との領域分けの意味合いが強いと思われる）、新たな研究ター

ゲットの設定やそれを推進するためのパネル構造の改革が検討され

ている。詳細は 5 月にドイツ・キールで開催される、CLIVAR の意

思決定グループである SSG（正規メンバーと各パネルの議長から構

成される）の会合で決定されることになっている。

現時点で想定される 2014 年発足の CLIVAR 新体制については、

SSG の前回（第 19 回）会合のレポート（http://www.clivar.org/

publications/reports/reports_full）から情報を得ることができる。

今後 5 年間で進展が見込まれる主要な研究ターゲットとして、

１．�Intraseasonal, seasonal and interannual variability and 

predictability of monsoon systems

２．�Decadal variability and predictability of ocean and climate 

variability

３．Trends, nonlinearities and extreme events

４．�Marine biophysical interactions and dynamics of upwelling 

systems

5．Dynamics of regional sea level variability

が選定され、これらに対応するパネルが設置される予定である。そ

れらを推進する、

１．Improving ocean system models

２．Improving ocean-observing systems

３．Ocean data, synthesis and information systems

４．Knowledge transfer and stakeholder feedback

５．Education, capacity building and outreach

に関連するパネルが継続的または新規に設定され、既存の各海盆（太

平洋・大西洋・インド洋・南大洋）パネルのメンバーとともに、上記

研究ターゲットに対応するパネルに属することも検討されている。

WGOMD では、CORE （Coordinated Ocean-ice Reference Experiments; 

組織的海洋 - 海氷モデル標準実験）の第２フェーズ（1948 年から

2007 年の海面大気の状態による過去の海洋 - 海氷変動再現実験）が

20 の海洋モデリンググループの参加により実施され、本実験の結

果に基づいて、北大西洋の子午面循環、南大洋、海面水位、北極海

の変動をテーマとした論文が執筆中である。次回のパネルミーティ

ングの開催については上記 SSG の会合で決定される指針に基づい

て決定される予定である。� （辻野博之）

14．CLIVAR/GSOP の活動
GSOP（Global Synthesis and Observations Panel：全球統合化と観

測パネル）は CLIVAR の観測及びデータパネルの一つである。気候

変動予測研究のための全球海洋観測とそのモデルを用いた統合化

（全球海洋データ同化）に関する国際的な推進を行っている。年に 1

度程度の割合でパネルミーティングを行い、全球観測とデータ同化

の現状報告と研究推進について議論している。また、活動の一環

としてワークショップを開催している。2012 年 11 月には、GSOP 

Ocean Synthesis and Air-Sea Flux Evaluation Workshop を開催し、海

洋再解析プロダクトの比較検討を行った。また、Observing System 

Evaluation and Intercomparisons に関するワークショップも 2011 年

に引き続き GODAE OceanView（別項目参照）と共催で来年開催し、

全球海洋データ同化実験結果の海洋再解析プロダクトを用いて、

データ同化を用いた海洋観測の評価（OSE）実験と海洋再解析プロダ

クトについていくつかの国際チームで比較実験を行う。日本からは

気象研・JAMSTEC 合同チームが混合層・バリアレイヤーについて

の比較実験を主導している。� （淡路敏之）

15．JCOMM 海況予報専門家チーム（ETOOFS） 活動報告
JCOMM/ETOOFS （Expert  Team on Operat ional  Ocean 

Forecasting System：現業海洋予測システム専門家チーム） は、

2008 年に終了した全球海洋データ同化実験（GODAE）をうけて、海

洋監視・予測に関する現業システムの運用と情報発信について検討

するために JCOMM に設置されたものである。本専門家チームの

第 4 回会合が 2013 年 3 月 25 ～ 29 日に米国のカレッジパークで



20 • JOS News Letter 

開催された。今回の会合では、現業的な海洋監視 ･ 予測システムに

関する解説（Guide）の策定に向けてその構成を検討したほか、解析・

予測結果を現業的に評価する方法が議題となった。また、海難事故

における流出物の漂流予測モデル開発の現状について意見交換を

行ったほか、WMO における観測システムへの要望の取りまとめ作

業（Rolling Review of Requirements （RRR） Process） にいかに貢献

していくかについて議論された。ETOOFS として観測システムへの

要望を取りまとめるにあたっては、GODAE OceanView をはじめと

した研究グループや観測コミュニティと意見交換を進めていくこと

が必要との認識が共有された。� （石崎士郎）

16．JCOMM/ETMC の活動報告
JCOMM/ETMC とは、JCOMM の海洋気候専門家チームであり、

海洋気象観測データの収集・品質管理、アーカイブ、プロダクトの

作成に関する事項を検討する委員会である。昨年 5 月の JCOMM-

IV（韓国・ヨス）で議長に選出された英国 Met Office の Nicola 

Scott 氏のもと、第 4 回海洋気候専門家チーム委員会会合が 2012

年 11 月 26 ～ 28 日にベルギーのオステンドで開催された。今回

の会合の主な課題は、JCOMM-IV で合意が得られた海洋気候デー

タシステム（MCDS）の基本的なビジョンをより具体的なものとし、

MCDS の根幹である海上気象・海洋気候センター（CMOC）の役

割を明確にすることであった。IODE の専門家も出席し MCDS と、

IODE など既存のデータシステムとの関係を整理する作業を行った。

今会合では、DAC （Data Acquisition Center） や GDAC （Global Data 

Assembly Center） の形態はデータの種類によって様々であること、

ユーザーへのデータ提供窓口である CMOC の機能を具体的に詰め

ることから始めることを確認した。検討結果は第 22 回 IODE 会合

など、関係する会合に諮られる。当面は中国がメタ情報担当、ドイ

ツが歴史的データアーカイブ担当の CMOC として試運用を開始す

る。ICOADS を運用する米国も、追って CMOC を立ち上げること

が期待されている。

今後の予定としては、2014 年に CLIMAR-4 の開催が予定されて

いる。具体的な日時・場所については、この原稿を書いている段階

では情報がない。� （星本みずほ）

17．�JCOMM 波 浪 及 び 沿 岸 災 害 予 報 シ ス テ ム 専 門 家 チ ー ム
（ETWCH）
波浪及び沿岸災害予報システム専門家チーム（ETWCH）は、世

界気象機関（WMO）/ 国連教育科学文化機関（UNESCO）政府間

海洋学委員会（IOC）合同海洋・海上気象委員会（JCOMM）に設

置された情報サービス部門の専門家チームの一つで、波浪と高潮等

による沿岸災害に関する情報の高度化等に係る活動を行っている。

今期より、沿岸災害を包括的に扱うために、従来の名称である波浪

高潮専門家チーム（ETWS）を ETWCH と改められている。

2013 年 4 月 3 日から 6 日にかけて第 4 期会合が開かれ、これ

までの活動を総括するとともに、今後 5 年間の活動内容について

協議された。主に、WMO の発行する波浪・高潮予測に関するガイ

ドの改訂、波浪モデルの国際比較の推進、途上国向けの技術指導ワー

クショップの開催、波浪の危険海域情報の提供等情報の高度化、更

に WMO の進める沿岸浸水予測実証プロジェクトの推進への協力

などを進めていくことになった。� （高野洋雄）

18．高性能海面水温グループ（GHRSST） 活動報告
GHRSST（Group for High Resolution Sea Surface Temperature）は、

GODAE（全球海洋データ同化実験）の下に発足した GHRSST-PP（全

球高解像度海面水温パイロット計画）の後継プログラムであり、海

洋監視・予測をはじめ気象や水産等を含むさまざまな分野に最適な

海面水温データを提供することをその目的としている。各機関にお

ける海面水温解析システムの開発 ･ 運用状況を報告し、観測データ

（現場および衛星観測の双方）も含めたデータの流通に関する具体

的な方策について議論するために科学チーム会合がほぼ毎年行われ

ている。2012 年 6 月 4 ～ 8 日には東京で第 13 回科学チーム会合

が開催された。マイクロ波放射計（AMSR2）を搭載した水循環変

動観測衛星（GCOM-W1）が打ち上げられた（5 月 18 日）直後の

開催となってこともあり、JAXA をはじめとした我が国の GHRSST

に対する貢献に大きな期待が寄せられた。

次回会合は 6 月 17 ～ 21 日に米国スクリップス海洋研究所で開

催される予定である。� （石崎士郎）

22 巻 1 号（2013）
相模湾大島東水道の中深層における水温・流速変動の特性
　　王琦・北出裕二郎・根本雅生　1-18　

2012 年度日本海洋学会岡田賞受賞記念論文

北太平洋中層水の形成・構造と変動に関する観測的研究
　　纐纈慎也　19-33

22 巻２号（2013）
2009 年度日本海洋学会賞受賞記念論文

大気圏を通して海洋に運ばれる化学物質に関する研究
　　植松光夫　35-46

2012 年度日本海洋学会岡田賞受賞記念論文

西部北太平洋、ベーリング海，および北極海における珪藻・
珪質鞭毛藻の沈降フラックスと古海洋環境復元研究
　　小野寺丈尚太郎　47-69
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2013 年度日本海洋学会秋季大会及び付帯行事を以下の予定で開
催します。

１．大会実行委員会
委 員 長：	 久保川　厚（北海道大学大学院地球環境科学研究院）
事務局長：	 大島慶一郎（北海道大学低温科学研究所）
事 務 局：	 日本海洋学会 2013 年度秋季大会事務局 
	 〒 060-0819　札幌市北区北 19 条西 8 丁目
	 北海道大学低温科学研究所
	 Phone:� 011-706-5481 （事務局長）    
	 Fax:� 011-706-7362 （事務局長）
	 E メール :  kaiyo2013@lowtem.hokudai.ac.jp
	 ウェブサイト：2013 年 6 月 10 日 ㈪　開設

	 　　http:// www.e-gakkai.com/jos/index.htm

２．日　程
大会期日：2013 年 9 月 17 日㈫～ 9 月 21 日㈯
研究発表：2013 年 9 月 18 日㈬～ 9 月 20 日㈮

３．会　場
北海道大学学術交流会館　

　　　　　　〒060-0811　北海道札幌市北区北８条西５丁目
アクセス：1．新千歳空港からJR札幌駅まで
　　ＪＲ：�快速エアポートが15分間隔で運行、所要時間36分、

料金1,040円　
　　バス：�新千歳空港ターミナルからJR札幌駅まで（高速道路

経由）、 所要時間70分、料金1,000円　　
アクセス：2． �JR札幌駅から北海道大学学術交流会館まで徒歩10分

（JR札幌駅から西改札口を出て右側の駅北口から）
　　　・�市営交通・地下鉄南北線・東豊線「札幌駅」下車、徒 歩12分
　　　・�市営交通・地下鉄南北線「北12条駅」下車、徒歩 10分

４．懇親会
日　時：2013 年 9 月 19 日 ㈭   18:30 ～ 20:30
場　所：�サッポロビール園ポプラ館 2 階 

�札幌市東区北７条東９丁目（学術交流会館前より 18 時
に懇親会用チャーターバスが出る予定）

５．大会参加および研究発表申し込みの手順
大会参加資格および研究発表資格は以下のとおりです。

◦大会にはどなたでも参加できますが、大会参加費は会員と非会員
で異なります。

◦大会での研究発表は、大会受付時に個人としての会員資格を有す
る方に限ります（入会申請中の者を含む）。この資格を有する方
には、通常会員、学生会員、賛助会員、名誉会員、特別会員、ま
たは終身会員資格のいずれかの区分の会員である個人が該当しま
す。ただし、団体会員または賛助会員である団体に所属する方の
場合、1 団体につき 1 名は、個人としての会員資格を有しない方
でも発表できるものとします。

◦団体会員または団体としての賛助会員の大会参加については、1
団体につき 2 名までは通常会員と同じ参加費、3 人目以降は非会
員と同じ参加費になります。

　各種申し込みはできる限り大会ウェブサイトにて、次の 1） から
4） の項目に従って行ってください。 

1） 大会参加の申し込み
〔受付期間：2013 年 6 月 10 日 ㈪ ～ 2013 年 8 月 26 日 ㈪ 〕

大会ウェブサイトを参照し、指示に従って申し込みをしてくだ
さい。E メールで参加者 ID が返送されます。参加者 ID は、参加費
振込や要旨集原稿送付の際に必要となります。

郵送での申し込みは、原則受け付けておりません。やむを得
ぬ理由があり、郵送で申し込みされたい方は、大会事務局（kai-
yo2013@lowtem.hokudai.ac.jp）にお問い合わせ下さい。

2012 年秋季大会より、学部生は参加費無料（要旨集・懇親会
は有料）で参加できます。学部生の方の参加登録は、大会ウェブ
サイトの「参加申込」から「事前参加登録申込」のページにて必要
事項を記入の上、「参加費選択」において、「参加する」＞「学部生」
＞「大会・懇親会参加」もしくは「大会参加のみ」を選択して下さい。
ウェブでの手続き修了後、kaiyoweb@lowtem.hokudai.ac.jp 宛に、
参加者ID、氏名、所属、および「学部生の参加」の旨を記入したメー
ルをお送りください。

2）  研究発表の申し込み
大会ウェブサイトを参照し、指示に従って申し込みをしてください。

今回の大会では、通常の発表の他に、初めての試みとして特別
セッション（テーマ・コンビーナーを事前に決めたセッション）
を設ける予定です。どういうセッションが設けられるかも含め、
詳しい案内は 6 月 10 日開設のウェブサイトに掲載予定ですので、
そちらをご参照ください。

郵送での申し込みは、原則受け付けておりません。やむを得ぬ
理由があり、郵送で申し込みされたい方は、早めに大会事務局

（kaiyo2013@lowtem.hokudai.ac.jp）にお問い合わせ下さい。
3）  要旨集原稿の送付

口頭発表、ポスター発表とも、要旨集原稿の締め切りは 2013
年 7 月 12 日 ㈮（必着）です。研究発表の申し込みの締め切りと同
じです。締め切り後の変更は受け付けられません。

要旨集原稿は、大会ウェブサイトを参照し、指示に従って送付し
てください。要旨集原稿のファイルの形式は PDF に限り、ファイル
容量は 8MB 以下として下さい。要旨集は白黒で印刷されます。

郵送での原稿送付は、原則受け付けておりません。やむを得ぬ
理由があり、郵送にて原稿を送付されたい方は、早めに大会事務
局（kaiyo2013@lowtem.hokudai.ac.jp）にお問い合わせ下さい。

4）  大会参加費、懇親会費、要旨集代金の振り込み
大会参加費、懇親会費、要旨集代金は、銀行振込またはクレジッ

トカードにて 2013 年 8 月 26 日 ㈪までに前納してください（当
日有効）。お振込みの際には、必ずご本人名（フルネーム）の前に
参加者 ID（参加申し込み時に WEB サイトで発行される）をお付
けください。8 月 27 日㈫ 以降は、web サイトからのクレジット
送金は出来ません。また、銀行振込による納入も受け付けません。
直接、大会の受付にて、参加費等をお支払いください（前納料金
は適用されません）。なお、振り込み手数料は振り込み者負担とな
ります。また、納付された参加費等は返却いたしません。
◦名誉会員は大会参加費と懇親会費が無料、要旨集は贈呈いたし
ます。
◦特別会員と賛助会員（個人）は通常会員と同じ扱いです。
◦要旨集の頒布価格は 3,000 円です。郵送を希望する場合は、送

学会記事 ①

2013年度日本海洋学会秋季大会　開催通知	
北海道大学低温科学研究所　大島慶一郎
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料等として 500 円 / 冊が加算されます。
銀行振込：�北洋銀行北七条支店（店番 312）口座番号：3999883
　　　　　口座名：日本海洋学会 2013 年秋季大会

（ニホンカイヨウガッカイニセンジュウサンネンシュウキタイカイ）

5） 要旨集原稿の作成要領
研究の目的、方法、結果、解釈などを、わかりやすく書いてください。
◦要旨集原稿は『A4 版 1 枚』とし、大会実行委員会はこれを原寸

大で印刷します。
◦ウェブサイトに作成上の注意事項を掲載いたしますのでそちらを

参照してワープロで作成してください（あるいは JOS ニュース
レター 2011 年第 1 号に掲載した 2011 年度秋季大会用の研究発
表要旨原稿作成上の注意を参照してください）。

◦手書きでの原稿は原則として認めません。どうしても手書きを望
む方は、書き直しをお願いする場合がありますので早めに送付し
てください。

◦ウェブサイトによる講演申込の際、「講演題目」、「講演者」に続
いて、「発表内容の抄録」を提出していただくことになっています。
日本語全角で 300 文字以内（半角英数字は 0.5 文字扱い）です。
この「抄録」は、通常の講演要旨とは別に作成していただくもの
で、JST（科学技術振興機構）が管理する文献データベースに登
録されます。

6） 発表形式および制限
◦研究発表は一会員につき一題に限ります。
◦会場には、PowerPoint 2010 及び Adobe Reader（pdf での発表用）

をインストールした PC （Windows XP または 7）を用意します。
発表ファイルは USB フラッシュメモリーもしくは CD-R でご用意
下さい。特殊な機材（OHP 等）やアプリケーションソフトの使
用を希望する方は、研究発表申し込み時に大会事務局に申し出て
ください。

◦発表形式は、口頭またはポスターのいずれかを選んでください。
大会実行委員会では、発表申込者の希望に添うように努力します
が、プログラム編成上支障のある場合には、発表形式の変更を求
めることがあります。

◦口頭発表の時間は、討論も含めて 15 分程度の見込みです。
◦ポスター発表では、会期中に 2 時間程度のポスター会場での立

ち会い説明時間を用意します。ポスターの大きさは横 90cm ×縦
150cm 程度です。なお、口頭の内容紹介は行いません。

◦学生会員が立会説明するポスター発表の中から、内容等を厳正に
審査の上ベストポスター賞を選出します。受賞者は懇親会費免除
とし、懇親会で表彰します。

６．シンポジウム
1） 日程等

2013 年 9 月 17 日㈫ と 21 日㈯ を予定しています。申込件数
の多い場合は、複数のシンポジウムを並行して行います。また、
会場の制約およびプログラムの編成の都合で、一部のシンポジウ
ムの実施を本大会会場以外でお願いすることもあります。

2） 申し込み
2013 年度秋季大会シンポジウム（学会共催を含む）の開催を

希望する個人または団体・機関は、下記の項目を明記して 2013
年 7 月 2 日 ㈫ 必着で大会実行委員会事務局長（下記宛先）に E メー

ル（申請者名をファイル名とした添付ファイル）または郵送で申
し込んでください。締め切り期日を過ぎてからの申し込みは受け
付けません。

◦表題：シンポジウム名称
◦主催：主催者が、海洋学会の研究部会や外部の団体・機関などの

場合はその名称を記載してください。会員が主催する場合
は、「日本海洋学会」と記載してください。

◦共催：�主催者が外部の団体・機関などの場合は、海洋学会との共
催を申請してください。

◦コンビーナー：氏名と所属を記載してください。
◦連絡先：シンポジウム開催責任者として事務的な連絡が取れる方

の氏名・電話・メールアドレスなどを記載してください。
◦趣旨：簡潔にシンポジウム開催の趣旨を記載してください。
◦開催希望日時
◦必要とする会場の広さ（参加予定者数）、器材等

宛先：〒 060-0819　札幌市北区北 19 条西 8 丁目
北海道大学低温科学研究所　日本海洋学会2013年度秋季大会 事
務局長
E メール： kaiyo2013@lowtem.hokudai.ac.jp
海洋学会幹事会で検討の後、必要に応じてシンポジウム代表者と
相談の上、大会実行委員会で日時・会場等を決定します。

3）  プログラムと講演要旨の送付
シンポジウム開催責任者は、シンポジウムのプログラムを

2013 年 7 月 12 日 ㈮ までに大会実行委員会事務局長宛に送付し
てください。また、講演要旨を要旨集に掲載する場合は、5. 5） の
要旨集原稿の作成要領に従って原稿を作成し、シンポジウム開催
責任者がとりまとめ、プログラムと併せて大会実行委員会事務局
長宛に送付してください。

７．自由集会・ナイトセッション
1）  日程など

9 月 18 日、20 日の研究発表終了後、２時間程度の集会を認め
ます。なお、会場の制約およびプログラムの編成の都合で、多数
の申し込みがあった場合はお断りする場合があります。

2）  申し込み
2013 年度秋季大会自由集会・ナイトセッションの開催を希望

する個人または団体・機関は、下記の項目を明記して 2013 年 7
月 2 日 ㈫ 必着で大会実行委員会事務局長に E メール（関係者名を
ファイル名とした添付ファイル）または郵送で申し込んでくださ
い。締め切り期日を過ぎてからの申し込みは受け付けません。

表題：集会・ナイトセッションの名称
コンビーナー：氏名と所属を記載してください。
連絡先：集会・ナイトセッションの開催責任者として事務的な

連絡が取れる方の氏名・電話・メールアドレスなどを
記載してください。　

趣旨：簡潔に集会・ナイトセッション開催の趣旨を記載してく
ださい。

◦開催希望日時
◦必要とする会場の広さ（参加予定者数）・器材等

宛先：〒 060-0819 札幌市北区北 19 条西 8 丁目
北海道大学低温科学研究所 日本海洋学会 2013 年度秋季大会 

事務局長
E メール：kaiyo2013@lowtem.hokudai.ac.jp

3） プログラムと講演要旨の送付
集会・ナイトセッション開催責任者は、プログラムを 2013 年

7 月 12 日 ㈮ までに大会実行委員会事務局長宛に送付してくださ
い。また、講演要旨を要旨集に掲載する場合は、5．5） の要旨集原
稿の作成要領に従って原稿を作成し、集会・ナイトセッション開

費目 大会参加費 懇親会費
会員 / 納期 前 納 前納期以降 前 納 前納期以降

正会員 2,500 3,500 5,000 6,000
学生会員 1,500 2,500 3,000 4,000

学部生 無料 無料 3,000 4,000
非会員 3,000 4,500 5,000 6,000

名誉会員 無料 無料 無料 無料

（単位：円）
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催責任者がとりまとめ、プログラムと併せて大会実行委員会事務
局長宛に送付してください。

８．その他
1） 宿　泊

大会実行委員会および事務局では、宿泊の斡旋はいたしませ
ん。9 月中旬は札幌地区における宿泊施設はまだ混雑している時
期ですので、早めの予約をお勧めします。

2）  保 育
大会実行委員会では、大会期間中の保育施設として、次の施設

を紹介いたします。
・�北海道大学事業所内保育所 「ともに」　住所：札幌市北区北 7

条西 9 丁目
・産休明け（生後 8 週） ～ 6 歳（就学前まで）
TEL：011-706-2151　 FAX：011-706-2159,
E-mail tomoni@jimu.hokudai.ac.jp
http://tomoni.ist.hokudai.ac.jp/link.html

（個人での申し込みとなります）

また、保育施設利用料の一部補助を行います。施設を利用され
る方は事務局長（ohshima@lowtem.hokudai.ac.jp）までご連絡く
ださい。

3） 賛助・展示・広告の募集
大会実行委員会では、本大会を賛助いただける、機器・書籍な

どの展示を行っていただける、もしくは、大会プログラムおよび
講演要旨集に広告を掲載していただける、企業・団体を募集して
います。詳細は、実行委員会事務局 kaiyo2013@lowtem.hokudai.
ac.jp までお問い合わせください。

4） 主な日程
ウェブサイトの開設　2013 年 6 月 10 日㈪
シンポジウム・集会・ナイトセッションの申し込み
　2013 年 7 月 2 日 ㈫ まで
研究発表の申し込みおよび要旨集原稿の送付
　2013 年 7 月 12 日 ㈮  まで
大会参加費・懇親会費の前納　2013 年 8 月 26 日 ㈪ まで
大　会　2013 年 9 月 17 日 ㈫  ～ 9 月 21 日 ㈯

推薦要領
以下の項目１～６について、A4 版用紙 1 枚に記入し郵送してく

ださい。推薦用紙は日本海洋学会のホームページからもダウンロー
ドできます。
１．候補者の氏名と所属機関

（岡田賞の場合は、生年月日も記入してください）
２．受賞の対象となる研究課題

（宇田賞の場合は、受賞の対象となる学術、教育、啓発あるいは
研究支援に関する課題名）

３．推薦理由
４．推薦の対象となる主要論文（宇田賞の場合は省略可）
５．推薦者の氏名、所属機関およびメールアドレス

Announcement of nominations for research prizes of the Oceano-

graphic Society of Japan in English is appeared at JOS home page. 

日本海洋学会会員の皆様には、益々ご健勝のこととお慶び申し上

げます。

さて、日本海洋学会 学会賞・岡田賞・宇田賞受賞候補選考委員会

（以下賞候補選考委員会という）では、これら三賞の 2014 年度受賞

候補者について会員各位からの推薦を受け付けております。下記参

考資料をご参照の上、推薦要領に従って、これら三賞にふさわしい

会員を積極的にご推薦いただきますよう、お願い申し上げます。な

お、宇田賞には、研究グループとしての学術業績ばかりでなく、教

育・啓発や研究支援などで海洋学の発展に貢献のあった会員を広く

ご推薦ください。

各賞候補者の選考にあたりましては、会員の皆様からの推薦と賞

候補選考委員会からの推薦を併せた中から行うことを申し添えてお

きます。また、昨年度ご推薦いただいた候補者で、残念ながら受賞

されなかった方々についても、改めてご推薦くださいますようお願

い申し上げます。

６．推薦日付
なお、学会賞、岡田賞の受賞候補者に関しては、審査の際の参考

とするため、各候補者の略歴と業績リストもあわせてお送り頂けれ
ば幸いです。

締切日：2013 年 9 月 6 日 ㈮ 必着
送付先：�〒 100-0003 東京都千代田区一ツ橋 1-1-1 パレスサイド

ビル 9 階
　　　　毎日学術フォーラム内 日本海洋学会 賞候補選考委員会

＜参考資料＞
日本海洋学会 学会賞・岡田賞・宇田賞細則（抄）
第１条　日本海洋学会賞（以下学会賞という）、日本海洋学会岡田賞

（以下岡田賞という）および日本海洋学会宇田賞（以下宇田賞という）
を本学会に設ける。学会賞は本学会員の中で海洋学において顕著な学
術業績を挙げた者の中から、岡田賞は受賞の年度の初めに（４月１日
現在）36 歳未満の本学会員で、海洋学において顕著な学術業績を挙げ
た者の中から、宇田賞は顕著な学術業績を挙げた研究グループのリー
ダー、教育・啓蒙や研究支援において功績のあった者など、海洋学の
発展に大きく貢献した本学会員の中から、以下に述べる選考を経て選
ばれた者に授ける。（以下省略）

学会記事 ②　三賞推薦依頼

日本海洋学会 学会賞・岡田賞・宇田賞 受賞候補者の推薦依頼	
2014年度 日本海洋学会 学会賞・岡田賞・宇田賞受賞候補選考委員会 委員長　津田敦

現在までの受賞者

年度 宇　田　賞 年度 宇　田　賞

1999 永田　豊 2007 光易　恒

2000 竹松　正樹 2008 角皆　静男 若土　正暁

2001 堀部　純男 岩宮　浩 2009 今脇　資郎

2002 坪田　博行 2010 宇野木早苗 紀本　岳志

2003 青田　昌秋 2011 淡路　敏之

2004 平　　啓介 2012 柳　　哲雄 才野　敏郎

2005 鳥羽　良明 谷口　旭 2013 石丸　隆

2006 Jam es J. 0’Brien 中井　俊介
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　日本海洋学会会員の皆様には、益々ご健勝のこととお慶び申し上
げます。 
　さて、日本海洋学会環境科学賞受賞候補者選考委員会（以下、賞
候補者選考委員会という）では、環境科学賞の 2014 年度受賞候補
者について会員各位からの推薦を受けつけます。環境科学賞の制定
の経緯、目的等に関しましては、「海の研究」第 18 巻第 3 号、ま
たは学会 HP に掲載の「日本海洋学会環境科学賞の制定について」
をご参照下さい。また、下記の参考資料（会則）もご参照の上、推
薦要領に従って、本賞にふさわしい会員を積極的にご推薦いただき
ますよう、お願い申し上げます。
　なお、受賞候補者の選考にあたりましては、会員の皆様からの推
薦と賞候補者選考委員会からの推薦を併せた中から行うことを申し
添えておきます。また、昨年度ご推薦いただいた候補者で、残念な
がら受賞されなかった方々についても、改めてご推薦下さいますよ
うお願い申し上げます。 

推薦要領
　以下の項目１～６について、A4 版用紙 1 枚に記入し郵送してく
ださい。なお、推薦用紙は、日本海洋学会のホームページからもダ
ウンロードできます。 

１．候補者の氏名と所属機関・身分（生年月日も記入してください）
２．受賞の対象となる研究課題 
３．推薦理由 
４．推薦者の氏名、印および所属機関と電子メールアドレス
５．推薦の対象となる主要論文（省略可） 
６．推薦日付 

締 切 日：2013 年 9 月 6 日（金）必着 
送 付 先：〒 100-0003　
　　　　  東京都千代田区一ツ橋 1-1-1  パレスサイドビル 2F 

㈱毎日学術フォーラム内
日本海洋学会　環境科学賞受賞候補者選考委員会 

＜参考資料＞
日本海洋学会　会則　第 6 章 表彰
第 37 条　5．海洋環境保全に関わる学術研究の発展、啓発および教育に
大きく貢献した会員を表彰するため、日本海洋学会環境科学賞を設ける。
その規定は細則で定める。

Announcement of nomination for the Environmental Science 
Prize of the Oceanographic Society of Japan

The Oceanographic Society of Japan (JOS) is receiving 
nominations for the JOS Environmental Science Prize which 
will be awarded at the 2014 JOS spring meeting to recognize 
achievements in oceanographic research. Nominees and 
nominators must be members of JOS.

The JOS Environmental Science Prize is awarded to a member 
of the Society who has made outstanding contributions to the 
progress of oceanography and/or educational outreach in the 
identification, analysis and/or solution of marine environmental 
problems. One prize is awarded annually.

Recommendations must be written in English or Japanese and 
should include the followings.

１．The nominee’s full name, birth date and affiliation
２．Description of the nominee’s achievements for the prize 
３．List of nominee’s key publications (if available)
４．The nominator’s full name, affiliation and email address 

(signed and dated)

Please mail the recommendation to 
Award Committee of JOS Environmental Science Prize
Mainichi Academic Forum, Floor-2, Palace-side Building 
1-1-1 Hitotsubashi, Chiyoda-ku, Tokyo 100-0003, Japan

Deadline: 6 September, 2013

The winners in the past
2010 Satoko Seino / 2011 Yu Umezawa / 2012 Yuichi Hayami /
2013 Haruko Kurihara

現在までの受賞者
2010 　清野聡子 ／ 2011 　梅澤　有 ／ 2012 　速水祐一 ／
2013 　栗原晴子
　　

年度 学会賞 岡　田　賞
1964 國司　秀明
1965 杉浦　吉雄
1966 宇田　道隆 關　　文威
1967 三宅　泰雄 土屋　瑞樹
1968 吉田　耕造 上田　誠也 安井　正

宝来　帰一
1969 新野　弘 杉村　行勇
1970 日高　孝次 大森　信
1971 市村　俊英 岩淵　義郎
1972 元田　茂 前田総之助
1973 宇野木早苗 和田英太郎
1974 菅原　健 川口　弘一
1975 梶浦欣二郎 小倉　紀雄
1976 増沢譲太郎 杉本　隆成
1977 西条　八束 野崎　義行
1978 庄司大太郎 池田　勉
1979 丸茂　隆三 遠藤　昌宏

年度 学会賞 岡　田　賞
1980 宮崎　正衛 前田　昌調
1981 服部　明彦 山形　俊男
1982 岡市　友利 鈴木　款
1983 大久　保明 上　　真一
1984 角皆　静男 増田　章
1985 平野　敏行 田辺　信介
1986 北野　康 川辺　正樹
1987 川合　英夫 植松　光夫
1988 T. R. Parsons 白山　義久
1989 鳥羽　良明 日比谷紀之 山本　民次
1990 半田　暢彦 久保川　厚 神田　穣太
1991 根本　敬久 秋友　和典 石坂　丞二
1992 高橋　正征 酒井　敏 小達　恒夫
1993 光易　恒 高田　秀重 裘　波
1994 米田　義昭 江淵　直人 永田　俊
1995 寺本　俊彦 三寺　史夫 長沼　毅
1996 關　　文威 渡辺　豊 大島慶一郎

年度 学会賞 岡　田　賞
1997 山形　俊男 須賀　利雄 中塚　武
1998 野崎　義行 斎藤　宏明 山中　康裕
1999 小池　勲夫 升本　順夫 鈴木　利一
2000 花輪　公雄 藤尾　伸三 石川　輝
2001 池田　勉 市川　香 西川　淳
2002 川辺　正樹 羽角　博康 小畑　元
2003 田上英一郎 河宮未知生 小埜　恒夫
2004 池田　元美 丹羽　淑博 杢　　雅利
2005 蒲生　俊敬 清水　勇吉 西岡　純
2006 田口　哲 東塚　知己 山口　篤
2007 岸　　道郎 中村　知裕 町田　龍二
2008 日比谷紀之 川合美千代 中野　英之
2009 植松　光夫 山下　洋平 小橋　史明
2010 上　　真一 上野　洋路 吉江　直樹
2011 安田　一郎 伊藤　幸彦 岡崎　裕典
2012 津田　敦 纐纈　慎也 小野寺 丈尚太郎
2013 見延庄士郎 時長　宏樹 橋濱　史典

現在までの受賞者

学会記事 ③　

日本海洋学会 環境科学賞 受賞候補者の推薦依頼 	
2014年度 日本海洋学会 環境科学賞受賞候補者選考委員会 委員長　速水祐一 
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若手会員のコラムを作ろうと思う。70 周年記念シンポジウムで、確か梅沢有会員から提案があり、幹事会でもすぐに

できる良い案だという話があった。大学などでは定員が毎年削減されるのに加え、職員の定年は延長され、高齢者が跋

扈し、若者は益々厳しい状況に置かれている。まさにアカデミア　メランコリア（憂鬱な学問）である。しかし 30 〜 40

年前に「アカデミア　メランコリア」という言葉が世の中に流布した時、確かに世相は抑うつ的ではあったが、状況を打

破したいという「熱」のようなものがあったように思う。このコラムで何が語られるのか想像がつかないが、できれば少

しでもいいから「熱」のようなものを感じられたらと願う。

植松会長の方針である 6 本の矢の一つは若手の育成やサポートである。学会の幹事会（会長、副会長、幹事）の議論で

も窓口を作るべきとの認識で一致し、須賀副会長を担当とした。若手はどんどん、須賀副会長にものを言えばよいし、シ

ニアも良いアイデアがあればこの窓口を利用すればよい。教育問題研究会は今回のナイトセッションの報告でもわかる

ように、この問題に前から取り組んできたし、昨年発足したブレークスルー研究会も若手の意見や要望を吸い上げる窓

口であると宣言している。これらの活動を通じて、学会が若手の活躍しやすい場を提供できればと思う。私の考える育

成やサポートは手取り足取りといったものではない。「自主」と「参加」をキーワードとしたい。まず、このコラムを通し

て学会活動に「参加」してほしい。または参加する提案でもよいかもしれない。筆者はリレー形式で選んでもらおう。筆

者は次の筆者を決め（次は自分に書かせろと直談判するのもあり）、原稿を私に送るところまでを面倒を見てもらう。条

件を付けるとすれば、次の筆者は自分が所属する機関以外の 35 歳以下の会員であること。私は一字一句変えることな

くそれをＮＬに載せよう。内容は自由。愚痴もよし、研究のアピールでも学会に対する提案でも結構であるが、コラムな

ので 1,000 〜 1,500 字程度が恰好がよい。というわけで、次回からは私のような若くない筆者が登場することはない。

中年（老年？）のコラムも作ろうかな。さて、これからどんな物語が紡ぎ出されるかお楽しみ。Bon voyage.

編集　JOSNL編集委員会
委員長　津田敦　委員　小守信正、根田昌典、田中祐志

〒277-8564　千葉県柏市柏の葉 5-1-5

東京大学大気海洋研究所

電話／ FAX　04-7136-6172

メール　tsuda@aori.u-tokyo.ac.jp

デザイン・印制　株式会社スマッシュ

〒162-0042 東京都新宿区早稲田町 68

西川徹ビル 1F

http://www.smash-web.jp

発 行

日本海洋学会事務局
〒100-0003 東京都千代田区一ツ橋 1–1–1 パレスサイドビル 2F

（株）毎日学術フォーラム内

電　話　03-6267-4550　FAX 03-6267-4555

メール　jos@mynavi.jp

※�今号の表紙および記事には関係のない写真は、東京海洋大学
橋濱史典会員から提供いただきました。

広 告 募 集

JOSニュースレター
第3巻 第1号　2013年5月15日発行

アカデミア メランコリア（若手のコラム）
　東京大学大気海洋研究所　津田　敦

ニュースレターは学会員の配布される唯一の紙媒体情報誌です。
海洋学に関連する機器や書籍の掲載する広告を募集しています。
お申し込みは日本海洋学会事務局またはニュースレター編集委員長まで。

〒 277-8564  千葉県柏市柏の葉 5-1-5 ／電話・FAX　04-7136-6172 ／メール　tsuda@aori.u-tokyo.ac.jp


